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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等
 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 144,838 148,468 156,235 152,587 172,635

経常利益 （百万円） 3,362 4,607 7,501 6,326 10,534

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 1,997 3,346 4,520 4,303 7,050

包括利益 （百万円） 2,293 5,262 4,620 4,357 7,656

純資産額 （百万円） 23,172 35,351 39,069 42,116 48,640

総資産額 （百万円） 112,812 123,247 131,314 138,021 154,984

１株当たり純資産額 （円） 277.31 365.39 405.88 439.29 505.67

１株当たり当期純利益金額 （円） 24.96 41.20 47.92 45.71 75.01

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 19.7 28.0 29.2 29.9 30.7

自己資本利益率 （％） 8.8 11.8 12.4 10.8 15.9

株価収益率 （倍） 14.5 11.4 10.3 8.8 6.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △951 △5,984 4,536 12,354 10,708

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △846 △1,674 △2,238 △3,017 △872

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △420 5,748 △446 △6,264 △3,681

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 19,013 17,506 19,082 21,796 27,830

従業員数
（人）

1,545 1,566 1,610 1,506 1,517

〔平均臨時雇用人員〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔259〕 〔289〕

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第97期、第98期の従業員数は、平均臨時雇用人員を〔　〕外数で記載しております。
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(2)提出会社の経営指標等
 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 127,036 134,529 141,378 137,776 158,175

経常利益 （百万円） 2,848 4,649 6,380 5,572 9,134

当期純利益 （百万円） 1,959 3,294 4,170 3,930 6,280

資本金 （百万円） 10,683 14,049 14,049 14,049 14,049

発行済株式総数       

普通株式 （千株） 80,071 94,371 94,371 94,371 94,371

純資産額 （百万円） 23,504 34,155 37,494 40,240 45,515

総資産額 （百万円） 104,276 113,964 123,032 129,260 145,580

１株当たり純資産額 （円） 293.70 362.09 397.49 428.10 484.20

１株当たり配当額       

普通株式 （円） 7.0 9.0 12.0 12.0 15.0

(うち１株当たり中間配

当額)
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 24.48 40.57 44.21 41.76 66.81

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 22.5 30.0 30.5 31.1 31.3

自己資本利益率 （％） 8.6 11.4 11.6 10.1 14.6

株価収益率 （倍） 14.8 11.6 11.1 9.6 7.3

配当性向 （％） 28.6 22.2 27.1 28.7 22.5

従業員数
（人）

1,210 1,226 1,261 1,192 1,196

〔平均臨時雇用人員〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔187〕 〔187〕

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第97期、第98期の従業員数は、平均臨時雇用人員を〔　〕外数で記載しております。
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２【沿革】

　当社は、昭和４年７月、阪神築港株式会社（昭和39年５月現社名に変更）の社名をもって、山下汽船株式会社と南満

洲鉄道株式会社との共同出資により、神戸市に設立されました。創立当時の事業目的は、阪神間の西宮市鳴尾地区に工

業用地及び工業港を造成するもの（鳴尾埋立事業）でしたが、戦時中の経済情勢により事業を一時中断、海洋土木工事

の請負を主業として、事業を展開してまいりました。

　鳴尾埋立事業は昭和42年５月に再開し昭和61年９月に完了しましたが、昭和40年代に入り陸上土木工事、昭和50年代

からは建築工事についても本格的に取り組み現在に至っております。

　当社設立後の主な変遷は次のとおりであります。

昭和10年３月　　本店を大阪市に移転

昭和24年10月　　建設業法による建設大臣登録（イ）第832号の登録を完了

昭和35年５月　　東京支店を開設

昭和36年10月　　大阪証券取引所市場第２部に当社株式を上場

昭和37年10月　　東京証券取引所市場第２部に当社株式を上場

昭和39年５月　　社名を東洋建設株式会社に変更

昭和39年８月　　東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第１部に指定

昭和40年５月　　名古屋支店、九州支店を開設

昭和41年３月　　大阪支店を開設（現大阪本店）

昭和41年12月　　東建開発株式会社設立（現とうけん不動産株式会社・連結子会社）

昭和43年６月　　北陸支店、中国支店、四国支店を開設

昭和44年５月　　東北支店を開設

昭和45年４月　　日立造船臨海工事株式会社を合併

昭和45年11月　　阪築商事株式会社設立（現東建商事株式会社・連結子会社）し、保険代理業務を開始

昭和46年４月　　北海道支店を開設

昭和47年12月　　宅地建物取引業法により、宅地建物取引業者として建設大臣免許（１）第1385号を取得

（以降３年ごとに免許更新）

昭和48年４月　　海外事業部（現国際支店）を設置

昭和48年５月　　マニラ営業所を開設

昭和48年12月　　建設業法改正により、建設大臣許可（特－48）第2405号の許可を受理

（以降３年ごとに許可更新。平成９年の免許更新以降は５年ごとに許可更新）

昭和49年５月　　大日本建設富士道路株式会社（東洋ランドテクノ株式会社）へ資本参加

昭和51年６月　　東京本社を設置し、本社機構を移管

昭和51年７月　　CCT CONSTRUCTORS CORPORATIONへ出資（現連結子会社）

昭和59年４月　　横浜支店を開設

昭和61年７月　　東建テクノ株式会社設立（現連結子会社）

昭和63年４月　　東建ビルサービス株式会社設立（現東建サービス株式会社・連結子会社）

平成２年４月　　東関東支店を開設（平成25年４月に関東支店へ統合）

船舶工事部門を分社化し、株式会社トマックを設立（現連結子会社）

平成２年５月　　タチバナ工業株式会社（現連結子会社）へ資本参加

平成４年４月　　総合技術研究所を設置

平成５年９月　　吉川建設有限会社に出資（現東翔建設株式会社・連結子会社）

平成15年４月　　関東建築支店を開設

平成16年11月　　ハノイ営業所を開設

平成18年４月　　東京支店、関東建築支店を統合し、関東支店を開設

平成19年９月　　東京本社、国際支店及び一部の関係会社を東京都江東区に移転

平成21年６月　　東洋ランドテクノ株式会社を売却

平成24年４月　　ジャカルタ営業所を開設

平成27年４月　　関東支店の建築部門を分離し、関東建築支店を開設

平成28年５月　　日下部建設株式会社の全株式を取得し、連結子会社化

平成28年５月　　ヤンゴン営業所を開設
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３【事業の内容】

 当社グループは、平成30年３月31日現在、当社、連結子会社９社、非連結子会社６社及びその他の関係会社１社で構

成され、国内土木事業、国内建築事業、海外建設事業、不動産事業を主な事業の内容としております。報告セグメント

と当社グループ各社の関係は次のとおりであります。

(1) 国内土木事業

当社、㈱トマック、東翔建設㈱、タチバナ工業㈱、日下部建設㈱、他１社が営んでおります。

(2) 国内建築事業

当社、東建サービス㈱、東建テクノ㈱の各社が営んでおります。

(3) 海外建設事業

当社、㈱トマック、タチバナ工業㈱、CCT CONSTRUCTORS CORPORATIONの各社が営んでおります。

(4) 不動産事業

当社、㈱トマック、とうけん不動産㈱の各社が営んでおります。

(5) その他事業

東建商事㈱（保険代理店業及び物品の販売・リース）、日下部建設㈱（船舶の賃貸等）、㈱オリエント・エコロ

ジー（衛生設備機器、屋内外トイレ設備の製造販売）、他４社が営んでおります。

その他の関係会社である前田建設工業㈱とは、民間工事における共同受注や共同研究開発等を実施しております。

 

事業の系統図は以下のとおりであります。

　※印は、連結子会社を表しております。
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４【関係会社の状況】

名　称 住　所
資本金
(百万円)

主要な事業
の　内　容

議決権の所有
(被所有)割合(％)

関　係　内　容
所 有
割 合

被所有
割　合

（連結子会社）

㈱トマック 東京都江東区 100

国内土木事業

海外建設事業

不動産事業

100 －

 

建設工事の発注

債務保証

役員の兼務４名、転籍１名、

出向２名

東翔建設㈱ 福岡市博多区 20 国内土木事業
100

(26)
－

建設工事の発注

債務保証

役員の兼務２名、転籍２名

タチバナ工業㈱ 香川県高松市 70
国内土木事業

海外建設事業

70

(20)
－

建設工事の発注

役員の兼務３名、転籍２名

出向１名

日下部建設㈱ 神戸市中央区 70
国内土木事業

その他事業
100 －

建設工事の発注

債務保証

役員の兼務３名、出向３名

東建サービス㈱
東京都

千代田区
48 国内建築事業

100

(23)
－

建設工事の発注

資金の貸付

役員の兼務２名、転籍５名

東建テクノ㈱ 兵庫県西宮市 30 国内建築事業
100

(15)
－

建設工事の発注

役員の兼務２名、転籍２名

(注)３       

CCT　CONSTRUCTORS

CORPORATION

MAKATI CITY,

PHILIPPINES
10百万PESO 海外建設事業 40 －

建設工事の発注

債務保証

役員の出向２名

とうけん不動産㈱ 東京都港区 100 不動産事業 100 －

不動産の賃貸借、仲介

資金の貸付

役員の兼務３名、転籍２名

東建商事㈱ 東京都江東区 15 その他事業
100

(59)
－

物品の販売、リース、保険代

理店業

役員の兼務２名、転籍２名

(その他の関係会社)

(注)４
      

前田建設工業㈱ 東京都

千代田区
28,463

国内土木事業

国内建築事業

海外建設事業

　　　　 他

0 20

当社と工事の共同受注や共同

研究開発等を実施している。

役員の兼務等はない。

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の(　)内は、間接所有で内数を表しています。

３．持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため連結子会社としたものであります。

４．前田建設工業㈱は有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

国内土木事業 863 〔76〕

国内建築事業 328 〔3〕

海外建設事業 74 〔186〕

不動産事業 3  

その他事業 12  

全社（共通） 237 〔24〕

計 1,517 〔289〕

（注）従業員数は就業人員であり、海外現地採用の従業員（185人）及び臨時従業員（104人）は、年間の平均人員を

〔　〕外数で記載しております。

 

(2)提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,196〔187〕 44.0 18.9 7,765,188

 

セグメントの名称 従業員数（人）

国内土木事業 600 〔26〕

国内建築事業 294 〔3〕

海外建設事業 65 〔134〕

不動産事業 0  

その他事業 0  

全社（共通） 237 〔24〕

計 1,196 〔187〕

（注）１．従業員数は就業人員であり、海外現地採用の従業員（133人）及び臨時従業員（54人）は、年間の平均人員

を〔　〕外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3)労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営方針

当社は「創意革新」「人間尊重」「責任自覚」のもと「夢と若さをもって全員一致協力し、新しい豊かな技術で顧

客と社会公共に奉仕することに努め、会社の安定成長と従業員の福祉向上を期する」ことを経営理念とし、これを実

践することにより、建設を営む企業として社会的要請に適った建設技術の研鑚に努め、より良質で価値ある社会基盤

の構築に貢献することを目指しております。

(2) 経営環境

建設産業におきましては、社会資本の維持・整備及び地域社会の安全・安心に欠かせない公共投資の継続に加え、

民間設備投資においても底堅く推移するものと見込まれております。

一方では働き方改革、生産性向上、人材育成・担い手確保などが建設業界全体で取り組むべき課題となっておりま

す。

(3) 経営戦略及び対処すべき課題

当社グループは中期経営計画２年目となる平成30年度を重要な年度と位置づけ、基幹３事業である国内土木、国内

建築、海外建設各事業における重点施策を推進するとともにグループ力を最大限に発揮し、計画の最終年度に向け更

なる経営基盤の強化に努めてまいります。

 

□中期経営計画（平成29年度～平成31年度）　　　“Challenge to a new Stage”

●基本方針

安定した収益確保による経営基盤強化と

変化への果敢な挑戦によって更なる発展を目指す

 

●達成目標

・３ヵ年での連結営業利益　　　245億円以上

・３年後の連結営業利益率　　　　5.0％以上

・３年後の単体純資産　　　　　500億円以上

●基本戦略

①基幹３事業（土木・建築・海外）の確実な発展による強靭な経営基盤の構築

②人材育成、技術力強化による生産性の向上

③グループ各社との相互連携強化によるグループ収益力の向上

④環境変化に即応できる機動的な組織への変革

⑤ガバナンス体制とリスクマネジメント力のより一層の強化
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２【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上リスク要因となる可能性があると現時点で考えられる事項を記載してお

ります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針であります。
 
(１)建設市場の動向

　当社グループの主力である建設事業において、公共工事が予想を超えるスピードで削減が行われた場合や民間工

事において国内外の経済情勢の変化に伴い、企業の設備投資計画の縮小・延期等が行われた場合、業績に影響を及

ぼす可能性があります。
 

(２)取引先の信用リスク

　当社グループは、取引先について厳格な審査の実施や情報の収集等の与信管理を行いリスク回避に努めておりま

すが、取引先が信用不安に陥った場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(３)海外事業に伴うリスク

　当社グループは、東南アジア・アフリカ地域で事業展開を図っておりますが、これらの地域における予期しない

政策の変更、法令・規制の変更、政情の悪化、テロ、伝染病等が発生した場合や経済状況の変化に伴う工事の縮

小・延期等が行われた場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、為替相場の急激な変動が発生した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(４)工事施工中の災害等

　当社グループは、工事施工その他の事業活動にあたり災害防止や当社保有の作業用船舶の保守管理に万全を期し

ておりますが、予期しない事態による災害、事故等や作業用船舶に重大な損傷等が発生した場合、工期に影響を及

ぼすとともに、予定外の費用が発生することにより業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

(５)自然災害リスク

　大規模地震、風水害等の自然災害や伝染病等の大流行が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
 
(６)瑕疵の発生

　当社グループは、品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任等による損害賠償責任が発生した場合、

業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(７)建設資材等の価格変動リスク

　当社グループの主力である建設事業において、当初想定していた以上に建設資材等の価格が高騰し、請負代金等

に反映することが困難な場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(８)保有資産の時価変動リスク

　当社グループは、事業活動を展開する上で、不動産、有価証券等の資産を保有しておりますが、時価の変動によ

り業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(９)法的規制リスク

　当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、労働安全衛生法、品質確保法、独占禁止法

等による法的規制を受けておりますが、これらの法律の改廃、法的規則の新設、適用基準の変更等がなされた場

合、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(10)新規事業展開リスク

　当社グループは、十分な検討を重ねた上で、新規事業の展開や新規地域への事業展開を図っておりますが、予期

しない経済情勢の変化、市場の急激な変化、政情の変化等により、事業展開が予定どおりに実行できない場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(11)情報管理及び情報システムのリスク

　当社グループは、顧客の機密情報については細心の注意を払って管理しておりますが、万が一保護すべき情報が

漏洩した場合には、顧客や社会からの信頼が失墜し、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、業務の効率性及び正確性を確保するために情報システムの充実を図っておりますが、予期しない不正な情

報システム技術に十分対応できず、業務の効率性及び正確性を確保できない場合には、業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりで

あります。

① 財政状態及び経営成績の状況の概要

　当連結会計年度における我が国経済は、堅調な企業収益を背景に雇用・所得環境の改善が継続し、緩やかな回復

基調で推移したものの、海外経済の不確実性など、先行きの不透明な状況が続いております。

　建設産業におきましては、公共投資は前年度から概ね横ばいで継続し、民間設備投資は、製造業を中心に堅調に

推移いたしました。

　このような状況のなか、当社グループは平成29年度を初年度とする中期経営計画「Challenge to a new Stage」

の目標達成に向け、土木、建築、海外からなる基幹３事業の安定した収益確保による経営基盤の構築及び時代の変

化への果敢な挑戦によって更なる発展を目指してまいりました。

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　総資産は、現金預金、受取手形及び完成工事未収入金等の増加などから、前連結会計年度末に比べ169億63百万

円増加し、1,549億84百万円となりました。

　負債は、短期借入金及び長期借入金の減少はあったものの、支払手形及び工事未払金等の増加などから、前連結

会計年度末に比べ104億39百万円増加し、1,063億44百万円となりました。

　純資産は、期末配当の実施及び当期純利益の計上などから、前連結会計年度末に比べ65億24百万円増加し、486

億40百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の29.9％から30.7％となり、0.8ポイント上昇いたしました。

 

ｂ．経営成績

　当連結会計年度の売上高は、堅調な受注と豊富な手持工事から前期比13.1％増の1,726億35百万円となりまし

た。

　利益面においては、主に国内土木工事の順調な進捗及び採算性の改善により、営業利益は前期比52.0％増の108

億28百万円、経常利益は前期比66.5％増の105億34百万円となり、これに法人税等を計上いたしました結果、親会

社株主に帰属する当期純利益は前期比63.8％増の70億50百万円となり、連結会計年度の業績として営業利益、経常

利益及び親会社株主に帰属する当期純利益において過去最高を更新いたしました。

 

事業セグメント別の実績は以下のとおりであります。

（国内土木事業）

　港湾・空港など国際競争力強化のためのインフラ整備工事をはじめ、民間工事の受注及び施工に注力いたしま

した。また浚渫船、地盤改良船及び自航式多目的船などの主要作業船が各地で順調に稼働いたしました。当連結

会計年度の売上高は前期比26.2％増の1,044億29百万円、セグメント利益は前期比138.2％増の79億53百万円とな

りました。

（国内建築事業）

　中期経営計画において重点施策に掲げた工場、物流センター、医療福祉、住宅の主要４分野の営業力強化に加

え、環境施設、庁舎・オフィスビルなどの大型案件に対する積極的な対応を進めてまいりました。当連結会計年

度の売上高は前期比5.6％減の462億75百万円、セグメント利益は前期比27.1％減の21億89百万円となりました。

（海外建設事業）

　ベトナムの航路浚渫工事、ミャンマーの港湾施設工事、グループ会社CCT CONSTRUCTORS CORPORATION（比国現

地法人）による工場の新築、増築工事などが順調に推移いたしました。

　また、注力してまいりましたケニア・モンバサ港コンテナターミナル開発工事（２期）を３月に受注いたしま

した。１期工事で培ったノウハウを結集し鋭意取り組んでまいります。当連結会計年度の売上高は前期比4.1％増

の206億91百万円、セグメント利益は前期比5.6％減の３億79百万円となりました。

（不動産事業）

　賃貸事業及び販売用不動産の売上により、当連結会計年度の売上高は前期比47.5％増の８億91百万円、セグメ

ント利益は前期比11.0％減の２億58百万円となりました。

（その他事業）

　保険代理店業、物品の販売・リース事業などであり、当連結会計年度の売上高は前期比17.4％増の３億47百万

円、セグメント利益は前期比46.7％減の47百万円となりました。
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② キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の計上、仕入債務の増加などから、107億８百万

円の収入超過となりました。（前期は123億54百万円の収入超過）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などから、８億72百万円の支出超過とな

りました。（前期は30億17百万円の支出超過）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済、配当金の支払などから、36億81百万円の支出超過と

なりました。（前期は62億64百万円の支出超過）

　以上の結果、当連結会計年度末日の現金及び現金同等物の残高は、278億30百万円となりました。(前期末日残高

は217億96百万円)

キャッシュ・フロー指標の推移

 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 19.7 28.0 29.2 29.9 30.7

時価ベースの自己資本

比率（％）
25.8 36.0 35.3 27.2 29.7

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
－ － 4.7 1.3 1.3

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ（倍）
－ － 12.8 45.5 41.5

※自己資本比率：自己資本（純資産－非支配株主持分）／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により計算しております。

③キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち短期借入金、長期借入金を対象としておりま

す。また、利払は連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

④キャッシュ・フローがマイナスである場合は、当該年度の記載を省略しております。
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③生産、受注及び販売の実績

(1)受注実績 （単位　百万円）
 

セグメントの名称

当連結会計年度

　　　（自　平成29年４月１日

　　　　至　平成30年３月31日）

前年同期比（％）

国内土木事業

国内建築事業

99,605

53,015

10.0

2.4

海外建設事業

不動産事業

その他事業

24,072

891

347

605.5

47.5

17.4

合計 177,932 21.3

 

(2)売上実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

セグメントの名称

当連結会計年度

　　　（自　平成29年４月１日

　　　　至　平成30年３月31日）

前年同期比（％）

国内土木事業

国内建築事業

104,429

46,275

26.2

△5.6

海外建設事業

不動産事業

その他事業

20,691

891

347

4.1

47.5

17.4

合計 172,635 13.1

（注）１．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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　なお、提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

受注工事高（契約高）及び施工高の状況

①受注工事高、完成工事高、繰越工事及び施工高

第97期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日） （単位　百万円）
 

種類別
前期繰越
工事高

当期受注
工事高

計
当期完成
工事高

次期繰越高
当期施工高

手持工事高 うち施工高

建設事業      ％   

海上土木
(75,234)

74,789
59,867 134,656 66,407 68,248 1.1 776 66,355

陸上土木
(33,539)

33,383
23,034 56,417 23,301 33,115 4.5 1,489 24,582

建　　築 45,835 50,088 95,924 47,513 48,411 1.1 546 47,629

 計
(154,609)

154,008
132,990 286,998 137,223 149,775 1.9 2,812 138,567

 不動産事業 － 553 553 553 － － － －

合計
(154,609)

154,008
133,543 287,551 137,776 149,775 － － －

 

第98期（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日） （単位　百万円）
 

種類別
前期繰越
工事高

当期受注
工事高

計
当期完成
工事高

次期繰越高
当期施工高

手持工事高 うち施工高

建設事業      ％   

海上土木
(68,248)

67,831
75,891 143,722 80,922 62,800 8.2 5,155 85,301

陸上土木
(33,115)

33,070
35,687 68,757 32,345 36,411 6.6 2,415 33,271

建　　築 48,411 50,607 99,019 44,393 54,626 1.0 536 44,382

 計
(149,775)

149,313
162,186 311,499 157,661 153,838 5.3 8,107 162,956

 不動産事業 － 514 514 514 － － － －

合計
(149,775)

149,313
162,701 312,014 158,175 153,838 － － －

（注）１．前事業年度以前に受注したもので、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、当期受注工

事高にその増減を含んでおります。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものであります。

３．次期繰越高（手持工事高）は、不動産事業を除き（前期繰越工事高＋当期受注工事高－当期完成工事高）

に一致しております。

４．前期繰越工事高の上段（　）内表示額は、前事業年度における次期繰越高であり、第97期の下段は、当該

事業年度の外国為替相場の変動及び工事契約解除等による減額を、第98期の下段は、当該事業年度の外国

為替相場の変動をそれぞれ反映させたものであります。
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②受注工事高の受注方法別比率

　工事受注方法は、特命と競争に大別されます。 （単位　％）
 

期別 区分 特命 競争 計

第97期
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

海上土木工事 20.0 80.0 100

陸上土木工事 61.6 38.4 100

建築工事 22.3 77.7 100

第98期
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

海上土木工事 26.9 73.1 100

陸上土木工事 48.8 51.2 100

建築工事 28.7 71.3 100

　（注）算出は請負金額比によります。

 

③完成工事高

（Ⅰ）完成工事高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

期別 区分

国内 海外
計

（Ｂ）
 

官公庁 民間 （Ａ）
(A)/(B)
(%)

第97期
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 

海上土木工事 43,680 11,525 11,202 16.9 66,407

陸上土木工事 14,269 6,858 2,173 9.3 23,301

建築事業 9,648 37,403 461 1.0 47,513

計 67,598 55,787 13,837 10.1 137,223

第98期
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

 

海上土木工事 53,890 11,524 15,507 19.2 80,922

陸上土木工事 24,670 6,791 884 2.7 32,345

建築事業 8,899 35,454 38 0.1 44,393

計 87,460 53,770 16,430 10.4 157,661

（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

第97期　請負金額10億円以上の主なもの

国土交通省 釜石港湾口地区湾口防波堤（災害復旧）（北堤）築造工事

国土交通省 大阪港北港南地区岸壁（-16ｍ）（Ｃ12延伸）築造工事

東京都 新宿区河田町、市谷本村町付近再構築工事

沖縄総合事務局 那覇空港滑走路増設護岸Ｗ工区築造工事（第３次）

ビー・ブラウンエースクラップ

株式会社
ビー・ブラウンエースクラップ株式会社栃木工場新築工事

株式会社ＯＭこうべ （仮称）「京コンピュータ前」駅前パイロットビル新築工事

 

第98期　請負金額10億円以上の主なもの

フィリピン共和国　公共事業道路省 パシグ・マリキナ河川改修事業（フェーズⅢ）パシグ工区

宮城県 大曲浜（矢本工区）林地荒廃防止施設災害復旧工事

沖縄総合事務局 那覇空港滑走路増設４工区埋立工事

今治造船株式会社 西ひうち埋立整備工事

三浦市 （仮称）三浦市低温卸売場建設工事

株式会社ランテック 株式会社ランテック大阪支店新築工事（新南港センター）
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２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりでありま

す。

第97期　　国土交通省　24,298百万円　17.7％

第98期　　国土交通省　36,181百万円　23.0％

（Ⅱ）不動産事業売上高 （単位　百万円）
 

期別 区分 金額

第97期
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

土地建物販売収入 253

賃貸収入 300

計 553

第98期
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

土地建物販売収入 217

賃貸収入 297

計 514

 

④手持工事高（平成30年３月31日現在） （単位　百万円）
 

区分

　国内

海外 計

官公庁 民間

海上土木工事 33,905 7,412 21,481 62,800

陸上土木工事 33,100 3,280 30 36,411

建築工事 9,548 45,077 － 54,626

計 76,554 55,771 21,512 153,838

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

国土交通省 釜石港湾口地区湾口防波堤（災害復旧）（南堤）築造工事 平成30年５月完成予定

常石造船株式会社 ９岸北側埋立工事（埋立事業） 平成31年８月完成予定

鳥取市 鳥取市新本庁舎新築（建築・庁舎棟）工事 平成31年８月完成予定

株式会社武蔵野ホールディングス （仮称）株式会社武蔵野京都工場増・改築工事 平成31年11月完成予定

東京都 13号地新客船ふ頭岸壁（29）建設工事 平成32年２月完成予定

ケニア共和国　ケニア港湾公社 パッケージ１　モンバサ港コンテナターミナル建設工事 平成33年６月完成予定
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(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたっての重要な会計方針については、「第５　経理の状況　１．連結財

務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりで

あります。

完成工事高及び完成工事原価の計上、販売用不動産の評価、貸倒引当金・完成工事補償引当金・工事損失引当金

等の重要な引当金の計上、退職給付に係る負債の計上、繰延税金資産の計上等に関して、過去の実績や状況に応じ

合理的と考えられる要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果を連結貸借対照表及び連結損益計算書の金額

に反映しております。但し、実際の結果は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

 

②経営成績等

売上高　　　　　1,726億円（前期比200億円増）

売上総利益　　　　192億円（前期比39億円増）

売上総利益率　　　 11.1％

営業利益　　　　　108億円（前期比37億円増）

経常利益　　　　　105億円（前期比42億円増）

親会社株主に帰属する当期純利益　　　70億円（前期比27億円増）

純資産　　　　　　486億円（前期比65億円増）

ＲＯＥ　　　　　　 15.9％（前期比5.1ポイント増）

 

③経営成績及びセグメントごとの状況に関する認識及び分析・検討内容等

国内土木事業は、一部繰越工事の設計変更獲得に加え、全体的に採算が改善し、大幅なセグメント利益の増とな

りました。

国内建築事業は、受注時期が下期にずれたことにより売上高が減少し、高利益の工事の減少と相まってセグメン

ト利益は減少いたしました。

海外建設事業は、売上高は増加したものの利益率が伸びず、セグメント利益は微減となりました。

営業利益の増加要因について、前連結会計年度との比較では、売上高の増加により24億円増加、工事利益率の改

善により15億円増加、販売費及び一般管理費の増加により３億円減少し、合計37億円の増加となりました。

事業セグメント別の実績は以下のとおりです。

 

  
平成29年3月期

（百万円）

平成30年3月期

（百万円）

対前期増減率

（％）

売上高  152,587 172,635 13.1

 国内土木事業 82,773 104,429 26.2

 国内建築事業 49,035 46,275 △5.6

 海外建設事業 19,879 20,691 4.1

 不動産・その他 900 1,238 37.6

営業利益  7,123 10,828 52.0

 国内土木事業 3,338 7,953 138.2

 国内建築事業 3,004 2,189 △27.1

 海外建設事業 402 379 △5.6

 不動産・その他 379 305 △19.4
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④経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループの平成31年３月期業績予想

受注高　　　　　1,744億円

売上高　　　　　1,823億円

売上総利益　　　　168億円（売上総利益率　9.2％）

営業利益　　　　 　82億円（営業利益率　　4.5％）

経常利益　　　　 　78億円

親会社株主に帰属する当期純利益　　51億円

純資産　　　　　　510億円

ＲＯＥ　　　　　 　10.0％

 

（国内土木事業）

売上高　　　　　1,015億円

売上総利益　　　　105億円（売上総利益率　10.3％）

セグメント利益　　 46億円

基本戦略

・安定的な営業利益の継続確保

・時代の変革にフレキシブルに対応し、利益を確保できる体制の構築

重点施策

・民間営業力強化による事業量拡大と海上工事のシェアをアップし、安定的な工事量を確保

・顧客ニーズ対応力の強化、ＩＣＴ導入の推進等による技術戦略及び生産性の向上

・自航式多目的船AUGUST EXPLORERの有効活用による海洋事業戦略の推進

 

（国内建築事業）

売上高　　　　　　561億円

売上総利益　 　　　41億円（売上総利益率　7.3％）

セグメント利益　　 25億円

基本戦略

・外部環境の変動時においても、営業利益を安定確保

・営業力、コスト競争力、人材・組織力の強化

重点施策

・得意分野育成、脱競争能力の向上、設計施工に注力した営業力の強化

・技術優位性の創出、工種別コスト競争力向上など、競争力の強化

・組織的な人材育成、機動的な組織運営、グループ連携の強化

 

（海外建設事業）

売上高　　　　　 241億円

売上総利益　　　　17億円（売上総利益率　7.1％）

セグメント利益　　７億円

基本戦略

・安定した営業利益確保に向けた体制の構築

・将来的には収益の柱の一つとなるべく進化

重点施策

・間接部門の増強、現場支援体制強化の推進

・職員キャリアプランの作成、海外現地職員の育成継続の推進

・既進出国中心に、ターゲット案件の確実な受注を図るなど、地域別営業戦略の推進
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⑤資本の財源及び資金の流動性

ａ．キャッシュ・フロー

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては「第２　事業の状況　３．経営者による財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　②キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりでありま

す。

ｂ．資金需要

当社グループの事業活動における資金需要は主に大きく分けて運転資金と設備資金需要の２つがあります。季節

的変動の影響を受けやすい建設業の事業特性を踏まえ、運転資金調達についてはコミットメントライン（特定融資

枠）設定契約によるものとし、平成29年９月に金融機関８行と総額100億円、期間３年のシンジケーション方式に

よるコミットメントライン設定契約を締結しております。また、平成30年３月に金融機関１行と総額50億円、期間

１年のコミットメントライン設定契約を締結しております。設備資金調達については、主要借入行を中心とした調

達を行っております。

ｃ．財務政策

当社グループの事業活動の推進、運営に必要な運転資金及び設備資金の調達を安定的に確保するため、金融機関

からの借入による資金調達を行っております。

当連結会計年度末における長期借入金は43億49百万円、短期借入金は95億68百万円となり、有利子負債総額は前

連結会計年度末比23億96百万円減の139億17百万円となっております。また引き続き、資金調達コスト低減にも取

り組んでまいります。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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５【研究開発活動】

当連結会計年度は、国内土木事業、国内建築事業及び海外建設事業を対象に研究開発活動を行い、その総額は

464百万円となりました。なお連結子会社においては、建設事業に係る特段の研究開発活動は行っておりませ

ん。

　　（研究開発・技術開発）

当社グループの研究開発活動の中心を担う総合技術研究所では「技術は人のため、地球に生きるみんなのため

に使われるべきものであり、技術を使う我々は、それを理解して事業活動を持続していく」と位置づけ、顧客及

び市場の要求を的確に捉え、社会に役立つ企画・技術提案力を強化することが、事業量の確保と利益向上に結び

つくとして、成果を速やかに実際の業務に反映するため、産・官・学との連携強化やオープンイノベーションの

推進、技術の先端化（差別化）、開発のスピードアップ及びコスト低減を図っております。

技術開発においては、技術部門及び支店と連携し、実際の工事にも即応可能な技術開発を行うなど、コスト低

減、施工効率向上に迅速な対応及び設計変更や施工方法変更に対する現場支援を迅速かつ的確に行い、工事利益

確保と向上及び瑕疵工事低減を図るなど、会社業績への貢献に寄与することを常に希求しております。

 

(1) 捨石護岸施工時の被災程度を軽減させる工法研究

人工島などの外周護岸の一形式である捨石式護岸工事は、被覆石や消波ブロックの設置前は、小さな捨石が剥

き出しであることから、高波浪が来襲すると捨石が飛散し堤体が被災するため、この被災程度の軽減方法とし

て、当年度では、堤体内部に構築する透過性壁体を港湾工事等で一般的に使用されている蛇カゴで構築すること

を考案し、水理模型実験によりその効果を検証いたしました。その結果、従来に比べ捨石の流失量が1/3に低減

し、被災程度軽減効果が確認されました。

 

(2) 施工や構造物の安定性に影響を与える波浪メカニズムの再検証

海上土木工事では、波浪作用下においても安全かつ安定した作業が求められております。経験を積んだ職員や

作業員が減少するなか、高齢化に伴う職員や作業員不足対策として、彼らの経験値を数値化し、i-Construction

を始めとする業務の省力化、効率化及び高精度化に努める必要があります。

本研究においては、現場作業員の安全確保に重要となる波浪場のリアルタイム計測技術を提案し、現場にて試

験運用を行い一定の成果を得ました。リアルタイム計測技術と連携して活用する技術として、事前に海上での浮

体動揺を数値解析する技術を活用し、複数の防波堤築造現場において、作業中止判断基準の波浪を算定し、安全

施工に貢献いたしました。また過去における作業日報を精査し、当日の波浪データと照合することにより、作業

可否判断に影響を与え得る波浪条件を数値的に検証いたしました。

 

(3) 沿岸域地盤の安定化に関する調査・対策・評価技術の開発研究

防波堤、海底パイプライン及び洋上風力発電基礎などの構造物が、厳しい波浪や地震などの作用によって、ど

のようなメカニズムで不安定化していくのかを明らかにすると共に、いち早く構造物の変状や異常を捉えるため

のモニタリング手法や地盤評価手法についての開発を進めております。

当年度は、前年度までに構築したドラム型遠心装置内での地震・波浪実験システムを駆使し、上記構造物に発

生する砂の吸出し現象や地盤の液状化現象等を再現させ、不安定化メカニズムの分析を行うとともに、新たな施

工法や対策工の提案を行ったほか、国立大学法人熊本大学と共同で干潟地形変化に関する光ファイバを利用した

リアルタイムモニタリングを実施いたしました。

 

(4) 管理型処分場の造成・閉鎖技術

土質系遮水材ＨＣＢ-Ｆの底面遮水工への適用に向けた実験により、実用化の可能性を確認し、補足知見を得

るための実験を実施中であります。

石炭火力発電所から排出されるフライアッシュを高密度に埋め立てるためのスラリートレミー工法を電源開発

株式会社と共に確立し、実用化技術の他電力への普及を図ったほか、処分場浸出水のpHの早期安定対策技術とし

て、海水導入工法を中心とする技術体系をとりまとめ、処分場事業者や廃棄物関係の学識経験者に提案し、高評

価を得ると共に、処分場事業者からの当社認知度向上に寄与いたしました。

 

(5) 海岸水理関係の数値解析技術の拡充

近年、公的研究機関や産官学連携の研究会では、海岸水理関係の数値解析プログラムが開発され、一般公開さ

れているほか、世界的に著名なオープンソースも複数存在しております。こうした数値解析プログラムに対し、

当社の先進的数値解析技術力を維持するため、当年度では、国立研究開発法人港湾空港技術研究所が公開した津

波シミュレータ（T-STOC）及びオープンソースである３次元数値流体力学ツール（Open-FOAM）を導入し、公益

社団法人土木学会・海洋開発委員会の高度数値解析ツール活用検討小委員会に参加し、検証作業を実施いたしま

した。
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(6) コンクリート施工の合理化技術に関する研究

港湾構造物の施工合理化を目的として、主に海外工事を対象としたプレキャストコンクリートの研究開発を進

めております。当年度では、ミャンマーの桟橋工事を通じたプレキャスト工法の施工性検証と課題の抽出、梁モ

デル試験による鉛直打継目の耐力評価、さらに新規接合構造の具現化検討を行いました。またコンクリートの水

平打継ぎ面の品質確保を目的として、学校法人東洋大学との共同研究で実施した面ファスナーの打継ぎ処理工法

については、各種試験で工法の効果を確認するとともに特許出願を行いました。

 

(7) コンクリートの高度化技術に関する研究開発

マスコンクリートの温度ひび割れ防止を目的とした水和熱の抑制工法に関する研究において、モデル実験によ

り、流速の異なる鉛直パイプクーリングの効果を検証いたしました。また学校法人早稲田大学、国立研究開発法

人港湾空港技術研究所及び民間３社の共同研究による、国土交通省「遠隔離島における産学官連携型の海洋関連

技術開発」を通じ、海水と現地（珊瑚）骨材を用いた自己充填型コンクリートの基本（収縮・熱）特性、すり減

り抵抗性及び梁部材の力学特性を明らかにし、その成果を各種学会で発表いたしました。

さらに低炭素化社会へ貢献できるよう、建築構造物に用いる環境配慮型コンクリートとして、JISの高炉セメ

ントＡ種クラスやＣ種クラスコンクリートを使用可能とするため、高炉スラグ微粉末を混和材として用いたコン

クリートの諸性状について調査研究を進めております。

 

(8) 構造物の維持管理技術における研究開発

長期耐久性・長期防食性を兼ね備えた新被覆防食工法の開発を目指し、国立大学法人鹿児島大学と共同で、導

電性材料を用いた被覆モルタル配合の検討を継続するとともに、実環境下における暴露試験体による防食電流供

給とその防食効果を検証しております。

新被覆工法は、海中部の電気防食の余剰電流を被覆モルタル中に流すことで鋼管杭上部などを防食する新工法

であり、コンクリート表面への繊維植え込みによるタイルのモルタル張りの剥落防止工法について、耐久性試験

や大型壁による施工試験等を踏まえ、剥落防止工法の選択肢のひとつとして実用化を目指しております。

 

(9) 音環境保全技術の研究開発

建物の静謐性確保に関する事例調査を実施し、固体音設計フロー及び要素技術シートを作成いたしました。今

後は施工段階における高遮音性能確認のために、短時間で測定評価が可能な手法を検討してまいります。

 

(10) あと施工アンカーを用いた耐震補強に関する研究開発

耐震診断や耐震改修の法整備などに伴う地震対策に対する市場拡大により、自社保有技術の耐震化工法（マス

ターフレーム構法）の実績も増えているものの、現行構法では対応できない建物もあり、適用範囲を広げる必要

があることから、設計方法の見直しによる性能向上を目指した構造実験を実施し、性能向上を確認いたしまし

た。この結果をもとに、次年度に改定性能証明を取得する予定であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資の総額は12億円であり、主なものはグラブ浚渫船の新造などであ

ります。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

 
 

帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)

　セグメントの

　名称
建　物
構築物

機械運搬具
工具器具
備　　品

土地
 

リース資産 合計

 面積(㎡) 金額  

本社

（東京都江東区）

 
－ 909 875 30,748 4,051 137 5,973 192

美浦研究所

（茨城県稲敷郡

　美浦村）

国内土木事業

国内建築事業
279 41 28,141 1,040 3 1,364 11

鳴尾研究所

（兵庫県西宮市）

 
国内土木事業 278 91 8,852 1,858 3 2,232 14

北海道支店

（札幌市中央区）

国内土木事業

国内建築事業
46 2 2,780 246 4 300 8

東北支店

（仙台市青葉区）

国内土木事業

国内建築事業
134 37 4,150 518 16 706 128

関東支店

（東京都江東区）
国内土木事業 128 61

7,744

[3,340]
339 26 555 152

関東建築支店

（東京都江東区）
国内建築事業 － 0 － － 3 4 109

横浜支店

（横浜市中区）
国内土木事業 30 0 1,787 551 5 588 56

北陸支店

（石川県金沢市）

国内土木事業

国内建築事業
49 2

2,074

[1,179]
222 14 288 40

名古屋支店

（名古屋市中区）

国内土木事業

国内建築事業
76 0 7,521 814 10 902 59

大阪本店

（大阪市中央区）

国内土木事業

国内建築事業
356 2,639

57,242

[409]
10,699 27 13,722 117

中国支店

（広島市東区）

国内土木事業

国内建築事業
56 714

4,823

[1,382]
141 13 924 51

四国支店

（香川県高松市）

国内土木事業

国内建築事業
19 31

1,248

[670]
89 22 162 59

九州支店

（福岡市中央区）

国内土木事業

国内建築事業
33 13

4,427

[68]
248 14 308 135

国際支店

（東京都江東区）
海外建設事業 － － － － － － 19

海外事業所 海外建設事業 20 890
－

[19,500]
－ － 910 46
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(2)国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(人)

建　物
構築物

機　械
運搬具
工　具
器　具
備　品

土地

リース
資　産

合計

面積
(㎡)

金額

㈱トマック
本社

(東京都江東区)

国内土木事業

海外建設事業

不動産事業

121 430
34,000

[400]
1,201 － 1,753 124

東翔建設㈱
本社

(福岡市博多区)
国内土木事業 6 52

－

[2,234]
－ － 58 14

タチバナ工業㈱
本社

(香川県高松市)

国内土木事業

海外建設事業
345 536

7,500

[509]
188 10 1,081 104

日下部建設㈱
本社

(神戸市中央区)

国内土木事業

その他事業
2 1 － － 4 8 22

東建サービス㈱
本社

(東京都千代田区)
国内建築事業 0 0 － － － 0 31

東建テクノ㈱
本社

(兵庫県西宮市)
国内建築事業 0 0 － － － 0 3

とうけん不動産㈱
本社

(東京都港区)
不動産事業 193 3 3,090 690 － 887 2

東建商事㈱
本社

(東京都江東区)
その他事業 － 0 － － － 0 10

 

(3)在外子会社 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(人)

建　物
構築物

機 械
運搬具
工 具
器　具
備 品

土地

リース
資　産

合計

面積
(㎡)

金額

CCT

CONSTRUCTORS

CORPORATION

本社

(MAKATI CITY,

PHILIPPINES)

海外建設事業 － 29 4,500 21 － 51 61

　（注）１．帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。

２．提出会社の不動産事業は各事業所において行っておりますが、その割合は僅少なため表示を省略しておりま

す。

３．土地及び建物の一部を当社グループ以外から賃借しております。賃借料は458百万円であり、土地の面積に

ついては、［ ］内に外書きで示しております。

４．土地建物のうち貸与中の主なもの

会社名 土地(㎡) 建物(㎡)

東洋建設㈱ 17,352 8,508
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５．リース契約による賃借設備のうち主なもの

会社名 事業所名
セグメントの
名称

設備の内容 台数
リース期間
（年）

年間リース料
（百万円）

東洋建設㈱ 本社・支店 国内土木事業他 パソコン他 1,788 3 51

 

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

作業船及び機械設備等の拡充更新を目的とした事業用運営設備、工事用設備、研究開発用の重要な設備投資計画

は以下のとおりであります。

 

会社名 セグメント名称 設備の内容
投資予定金額（百万円）

完成予定年月 資金調達方法

総額 既支払額

東洋建設㈱

国内土木事業
船舶

（グラブ浚渫船）*
1,116 132 平成30年11月 自己資金

不 動 産 事 業
建物

（倉庫新設）
3,780 3 平成31年12月

自己資金及び

増資資金**

タチバナ工業㈱ 国内土木事業
船舶

（グラブ浚渫船）*
1,116 132 平成30年11月 自己資金

　* 東洋建設㈱及びタチバナ工業㈱における共有船であります。

 ** 平成27年３月に実施した公募及び第三者割当増資の資金使途のうち2,000百万円を充当予定とした西宮市鳴尾浜にお

ける賃貸用倉庫建設はスケジュールが延期となっております。

 

(2)重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年６月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 94,371,183 94,371,183
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数

100株

計 94,371,183 94,371,183 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年3月11日～
平成27年3月24日

(注)
14,300 94,371 3,365 14,049 3,365 5,840

（注）平成27年３月11日を払込日とする公募による有償増資により、発行済株式総数が10,000,000株、資本金が2,334
百万円、資本準備金が2,334百万円増加しております。なお、発行価格は487円、発行価額は466.80円、資本組入
額は233.40円であります。
平成27年３月11日を払込日とする第三者割当による有償増資により、発行済株式総数が2,800,000株、資本金が
681百万円、資本準備金が681百万円増加しております。なお、発行価額は487円、資本組入額は243.50円であり
ます。
平成27年３月24日を払込日とする第三者割当による有償増資により、発行済株式総数が1,500,000株、資本金が
350百万円、資本準備金が350百万円増加しております。なお、発行価額は466.80円、資本組入額は233.40円であ
ります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満

株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 32 47 173 193 13 18,192 18,650 －

所有株式数

（単元）
－ 162,397 18,784 228,842 287,762 162 245,285 943,232 47,983

所有株式数の

割合（％）
－ 17.22 1.99 24.26 30.51 0.02 26.00 100 －

（注）１．自己株式41,969株は、「個人その他」に419単元及び「単元未満株式の状況」に69株を含めて記載しておりま
す。

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式14単元が含まれております。

 

（６）【大株主の状況】
 

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

前田建設工業株式会社 東京都千代田区富士見二丁目10番２号 19,047 20.19

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,066 3.25

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,693 2.85

東洋建設共栄会 東京都江東区青海二丁目４番24号 2,328 2.46

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES

LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOUR

G FUNDS/UCITS ASSETS

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

2,200 2.33

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A

（東京都港区港南二丁目15番１号）

1,677 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,608 1.70

CHASE MANHATTAN BANK GTS

CLIENTS ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED

KINGDOM

（東京都港区港南二丁目15番１号）

1,460 1.54

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,343 1.42

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,300 1.37

計 － 36,725 38.93

 

（注）１．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しております。

２．平成29年９月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社及びその共同保

有者であるノムラ インターナショナル ピーエルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）及び野村アセットマネジ

メント株式会社が平成29年８月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として平成30年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 148 0.16

ノムラ インターナショナル ピー

エルシー（NOMURA INTERNATIONAL

PLC）

1 ANGEL LANE, LONDON EC4R 3AB, UNITED

KINGDOM
116 0.12

野村アセットマネジメント株式会

社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 6,137 6.50

計 － 6,403 6.78

３．平成29年11月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ノムラ インターナショナル ピー

エルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）及び野村アセットマネジメント株式会社が平成29年11月15日現在でそ

れぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として平成30年３月31日現在における実質

所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ノムラ インターナショナル ピー

エルシー（NOMURA INTERNATIONAL

PLC）

1 ANGEL LANE, LONDON EC4R 3AB, UNITED

KINGDAM
271 0.29

野村アセットマネジメント株式会

社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 5,038 5.34

計 － 5,310 5.63

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等）  － － －

　議決権制限株式（その他）  － － －

　完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式        41,900
－

単元株式数

100株

　完全議決権株式（その他） 普通株式    94,281,300 942,813 同上

　単元未満株式 普通株式        47,983 －
１単元(100株)未満の

株式

　発行済株式総数 94,371,183 － －

　総株主の議決権  － 942,813 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株（議決権の数14

個）及び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式327,900株（議決権の数3,279個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有する株式47株が

含まれております。
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 ②【自己株式等】 平成30年３月31日現在

 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

自己保有株式      

東洋建設㈱
大阪市中央区高麗橋

四丁目１番１号
41,900 － 41,900 0.04

計  41,900 － 41,900 0.04

（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式1,400株（議決権の数14個）及び役員報

酬ＢＩＰ信託が所有する株式327,900株（議決権の数3,279個）は、上記自己保有株式には含まれておりません。

（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

１．制度の概要

当社は、平成28年６月29日開催の第94回定時株主総会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役を

除く。以下、取締役等）へのインセンティブプランとして、平成28年度から業績連動型株式報酬制度（以

下、本制度）を導入することを決議いたしました。本制度は、当社の中長期的な業績の向上と企業価値増大

への貢献意識をこれまで以上に高めることを目的とした、会社業績との連動性が高く、かつ透明性及び客観

性の高い報酬制度であります。

具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称する信託を設定し、あらかじめ役員報酬

ＢＩＰ信託により取得した当社株式を中長期の業績達成度に応じて取締役等に交付します。

２．信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しておりま

す。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は143百万円及び327,947株であります。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 342 178,172

当期間における取得自己株式 9 4,815

（注）当期間における取得自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

東洋建設株式会社(E00082)

有価証券報告書

27/96



（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 41,969 － 41,978 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題と位置付けており、今後の設備投資や技術開発等に備

え内部留保の充実を図りながら、長期的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。

当連結会計年度の配当につきましては、平成30年３月期業績の状況を踏まえ、株主の皆様へより一層の利益還元

を図るべく、前連結会計年度の期末配当から１株につき３円増額し、１株につき15円といたしました。この結果、

当連結会計年度の普通株式の連結配当性向は20.0％となり、当社個別の当事業年度における普通株式の配当性向は

22.5％となりました。

また、配当実施後の繰越利益剰余金につきましては、経営基盤の安定を図るため、全額次期に繰越すことといた

しました。

なお、剰余金の配当は年１回の期末配当としており、剰余金の配当決定機関は株主総会であります。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額（円）

平成30年６月28日

定時株主総会決議
普通株式 1,414 15.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 398 610 572 534 684

最低（円） 220 327 409 374 370

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 589 649 684 665 638 538

最低（円） 486 560 600 622 504 461

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】

男性13名　女性―名　（役員のうち女性の比率―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 武澤　恭司 昭和26年８月８日生

 
昭和50年４月 当社入社

平成15年４月 関東建築支店長

平成18年６月 執行役員

平成20年６月 取締役建築本部副本部長

平成22年４月

平成26年４月

常務執行役員建築事業本部長

代表取締役社長執行役員社長（現任）
 

(注)

４
33,600

代表取締役

土木事業本部長

兼安全環境部管

掌

森山　越郎 昭和27年６月21日生

 
昭和51年４月 当社入社

平成20年６月 執行役員

平成23年４月

 
平成24年４月

平成24年６月

平成26年４月

平成27年４月

平成30年４月

 
平成30年６月

常務執行役員

土木事業本部副本部長兼土木企画部長

関東支店長

取締役

専務執行役員

土木事業本部長

執行役員副社長

土木事業本部長兼安全環境部管掌（現任）

代表取締役（現任）
 

(注)

４
28,400

取締役
建築事業本部

管掌
川述　正和 昭和29年11月１日生

 
平成19年３月 前田建設工業株式会社横浜支店建築部長

平成20年６月

平成24年４月

同社執行役員関東支店長

同社常務執行役員東京建築支店長

平成25年６月 同社取締役常務執行役員東京建築支店長

平成28年４月

 
平成28年６月

当社顧問

兼前田建設工業株式会社取締役

取締役

執行役員副社長建築事業本部管掌（現任）
 

(注)

４
4,100

取締役

建築事業本部長

兼安全環境部管

掌

平田　浩美 昭和32年３月11日生

 
昭和54年４月 当社入社

平成10年４月 東京支店建築部長

平成18年４月 建築本部建築部長

平成23年４月 執行役員大阪本店建築事業統括

平成25年１月

平成26年４月

平成26年６月

平成28年４月

平成30年４月

執行役員建築事業本部副本部長兼建築部長

常務執行役員建築事業本部長

取締役（現任）

専務執行役員建築事業本部長

専務執行役員建築事業本部長

兼安全環境部管掌（現任）
 

(注)

４
19,500

取締役 大阪本店長 河瀬　伸幸 昭和34年12月22日生

 
昭和55年４月 当社入社

平成18年４月 経営企画室企画部長

平成23年４月 執行役員経営企画室長兼企画部長

平成24年４月 執行役員経営管理本部副本部長

兼経営企画部長兼財務部長

平成26年４月

 
平成26年６月

 
平成30年４月

常務執行役員（現任）

経営管理本部長

取締役（現任）

経営管理本部長兼ＣＳＲ担当

大阪本店長（現任）
 

(注)

４
19,900

取締役
経営管理本部長

兼ＣＳＲ担当
藪下　貴弘 昭和33年１月21日生

 
昭和57年４月 当社入社

平成13年４月 東京支店購買部長

平成14年３月 株式会社オリエント・エコロジー

代表取締役社長（出向）

平成22年４月 土木事業本部営業第二部部長

平成26年４月

平成28年４月

執行役員土木事業本部営業第二部長

常務執行役員（現任）

土木事業本部民間営業統括部長

兼営業第二部長

平成30年４月

平成30年６月

経営管理本部長兼ＣＳＲ担当（現任）

取締役（現任）
 

(注)

４
13,100
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役

経営戦略室長

兼経営管理本部

副本部長

郡司島　尚 昭和36年３月６日生

 
平成21年５月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

大企業営業推進部部長

平成23年５月 同行営業第二本部新宿法人営業部長

平成25年４月

平成26年１月

平成26年４月

平成26年６月

平成27年４月

同行営業第三本部営業第十部長

当社経営管理本部経営企画部常任顧問

執行役員経営管理本部副本部長

取締役（現任）

執行役員経営戦略室長

兼経営管理本部副本部長（現任）
 

(注)

４
15,400

取締役 －
福田　善夫

（注）１、３
昭和28年３月１日生

 
平成19年５月 帝人株式会社帝人グループ執行役員

ピー・ティ・テイジン・インドネシア・

ファイバー・コーポレーション・

ティービーケー取締役社長

平成22年６月 同社取締役執行役員経営企画部門長

平成23年６月

 
平成24年４月

 
 
平成25年６月

 
平成27年４月

平成27年６月

平成28年６月

同社取締役常務執行役員

兼テイジン・デュポン・フィルムズ会長

同社電子材料・化成品事業グループ長

兼樹脂事業本部長

兼帝人化成株式会社代表取締役社長

同社取締役専務執行役員

電子材料・化成品事業グループ長

同社取締役顧問

同社顧問

当社取締役（現任）
 

(注)

４
2,600

取締役 －
吉田　豊

（注）１、３
昭和28年10月28日生

 
平成13年７月 石川島播磨重工業株式会社

財務部スタッフグループ

兼国際金融グループ部長

平成15年７月 同社再開発プロジェクト室長

平成21年４月 株式会社ＩＨＩ執行役員経営企画部長

平成25年６月 ＩＨＩ運搬機械株式会社代表取締役社長

平成29年６月

平成30年６月

同社顧問（現任）

当社取締役（現任）
 

(注)

４
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

常勤監査役 － 赤﨑　兼仁 昭和31年12月10日生

 
昭和57年４月 当社入社

平成16年５月 経理部長

平成16年６月

平成24年４月

平成26年６月

管理本部経理部長

経営管理本部経理部長

常勤監査役（現任）
 

(注)

５
20,400

常勤監査役 －
丁子谷　淳

（注）２、３
昭和29年10月10日生

 
平成10年４月 株式会社三和銀行原宿支店長

平成15年４月 株式会社ＵＦＪ銀行

東京法人営業第六部長

平成16年12月

 
平成20年６月

フロンティア債権回収株式会社

執行役員経営企画部長

エム・ユー・フロンティア

債権回収株式会社専務取締役

平成22年６月 三菱ＵＦＪ住宅ローン保証株式会社

 
平成27年６月

代表取締役社長

当社常勤監査役（現任）
 

(注)

５
6,000

常勤監査役 －
染河　清剛

（注）２、３
昭和31年２月16日生

 
平成14年４月

 

 
平成17年４月

平成18年３月

株式会社みずほコーポレート銀行

国際企画部付参事役

（ドイツみずほコーポレート銀行社長）

同行資産監査部長

同行コンプライアンス統括部長

平成20年４月 みずほ証券株式会社執行役員

リスク管理・財務グループ長

平成22年６月 同社常勤監査役

平成24年６月

 
平成25年３月

みずほ不動産調査サービス株式会社

取締役社長

株式会社格付投資情報センター

常務執行役員

平成30年６月 当社常勤監査役（現任）
 

(注)

７
－

監査役 －
牧瀬　充典

（注）２、３
昭和32年６月10日生

 
平成12年７月 東洋信託銀行株式会社自由が丘支店長

平成14年10月

平成16年９月

平成19年６月

 
平成20年６月

ＵＦＪ信託銀行株式会社人事部副部長

同社徳島支店長

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

リテール受託業務部長

同社執行役員リテール受託業務部長

平成22年７月 アールワイ保険サービス株式会社

代表取締役副社長（現任）

平成26年６月 当社監査役（現任）

 

(注)

６
4,000

    計  167,000

　（注）１．取締役福田善夫、吉田豊は社外取締役であります。

２．常勤監査役丁子谷淳、染河清剛、監査役牧瀬充典は社外監査役であります。

３．取締役福田善夫、吉田豊、常勤監査役丁子谷淳、染河清剛、監査役牧瀬充典は東京証券取引所の定めに基づ

き届け出た独立役員であります。

４．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

５．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

６．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

７．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。（辞任監査役の補欠候補につき、前任者の任

期満了までとなります）
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　（注）８．当社は執行役員制度を導入しており、担当職務は執行役員に嘱託しています。平成30年６月28日現在におけ

る執行役員の氏名及び役職担当は次のとおりであります。（※は取締役兼務者を表しています）

役職 氏名 担当

※　執行役員社長 武　澤　恭　司  

※　執行役員副社長 森　山　越　郎 土木事業本部長兼安全環境部管掌

※　執行役員副社長 川　述　正　和 建築事業本部管掌

※　専務執行役員 平　田　浩　美 建築事業本部長兼安全環境部管掌

※　常務執行役員 河　瀬　伸　幸 大阪本店長

※　常務執行役員 藪　下　貴　弘 経営管理本部長兼ＣＳＲ担当

※　執行役員 郡司島　　　尚 経営戦略室長兼経営管理本部副本部長

専務執行役員 木和田　雅　也 九州支店長

常務執行役員 髙　橋　武　一 関東支店長

常務執行役員 工　藤　明　賢 土木事業本部営業第一部長

常務執行役員 田　邊　俊　郎 土木技術担当

常務執行役員 浜　﨑　恭　年 関東建築支店長

常務執行役員 岸　川　剛　史 土木事業本部民間営業統括部長

執行役員 橋　本　　　勝 中国支店長

執行役員 近　石　光　正 土木事業本部土木企画部長

執行役員 大　柳　聖　一 建築事業本部副本部長

執行役員 井　上　　　修 日下部建設株式会社代表取締役社長

執行役員 春　口　喜与彦 経営管理本部副本部長兼人事部長

執行役員 田　中　啓　之 東北支店長

執行役員 藤　原　隆　一 土木事業本部総合技術研究所長兼鳴尾研究所長

執行役員 井　上　卓　郎 国際支店長兼経営戦略室副室長

執行役員 大　林　東　壽 国際支店副支店長兼工事部長

執行役員 吉　塚　　　宏 四国支店長

執行役員 塚　本　雅　志 安全環境部長

執行役員 五十嵐　志　郎 総合監査部長

執行役員 伊　藤　史　朗 北陸支店長

執行役員 安　井　祐　輝 土木事業本部土木部長兼経営戦略室副室長

執行役員 鳥　居　秀　哉 建築事業本部営業第二部長兼経営戦略室副室長

執行役員 嶋　本　　　孝 名古屋支店長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「安定した収益確保による経営基盤強化と変化への果敢な挑戦によって更なる発展を目指す」ことを経

営の基本方針としております。なかでもコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題のひとつと位置付

け、経営環境の変化に迅速に対応する最適な経営体制の構築に取り組んでおります。コーポレート・ガバナンスを

充実させ、経営の効率性・透明性を確保することが企業価値を高め、株主をはじめとするステークホルダーや社会

全般から信頼される企業として存続する基盤になると考えております。

 

①企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

当社は、「株主総会」、「取締役及び取締役会」、「監査役及び監査役会」、「会計監査人」及び「総合監査

部」の各機関を設置しております。

当社の経営に係る重要事項については、毎月１回開催する「取締役会」並びに必要に応じて開催される「臨時

取締役会」において、審議、決定され、各取締役は業務執行の監督を行っております。この「取締役会」は、全

取締役と全監査役によって構成されております。

また、経営環境の変化に迅速に対応し、業務運営の効率化を図るため「取締役会」の他に業務執行の方針を協

議決定する「経営方針会議」を毎月２回開催しております。この「経営方針会議」は、全取締役と経営管理本部

経営企画部長、監査役１名によって構成されております。

なお、当社の企業統治（コーポレート・ガバナンス）体制の模式図は以下のとおりであります。
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・内部統制システムの整備の状況

Ⅰ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(ⅰ)取締役、執行役員及び使用人は、「経営理念」、「行動規範」、「行動指針」を最優先すべき基本的判断基

準として職務の執行にあたっております。

(ⅱ)社長を委員長とするリスクマネジメント委員会は、「内部統制監査結果報告による抽出課題の検討、実

施」、「コンプライアンス方針の策定、改定」、「法遵守、企業倫理意識の普及、啓蒙方針の決定」等を行

い、関係部門へ指示を行うとともに、取締役会へその活動を報告しております。

(ⅲ)法務部は、各部門のコンプライアンスに関する必要な教育、指導等を行っております。

(ⅳ)法務部長は、法令遵守上疑義のある行為等を把握した場合は、調査の上適時適切にリスクマネジメント委員

会へ報告を行い、必要な指導を行うこととしております。

(ⅴ)総合監査部は、各部門の職務執行状況や内部統制の有効性と妥当性の確認を行うことにより、職務の執行の

適正性を確保しております。

(ⅵ)社内通報体制として社内・社外の双方に通報窓口を持つ内部通報制度を構築しております。

 

Ⅱ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ⅰ)経営基本規程、組織関係規程等に基づき、取締役の職務の執行が適正に行える体制を整備しております。

(ⅱ)執行役員制度を採用することにより取締役の員数を少なくし、経営の意思決定の迅速化を図っております。

 

Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ⅰ)リスク管理規程及び防災規程に基づき、各担当部門は定められた日常リスクの管理を行うこととしておりま

す。

(ⅱ)大規模災害等の非常時対応を要する事態の発生時においては、被害・損失を最小限とするため、社長を本部

長とする非常時対策本部を設置することとしております。

(ⅲ)首都圏直下型地震の発生を想定したBCP(事業継続計画)を策定しております。

 

Ⅳ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(ⅰ)重要な会議の議事録、重要な事項に関する稟議書、契約書及びそれらの関連資料を法令、文書管理及び情報

セキュリティに関する諸規程に基づき、適切に保管しております。

(ⅱ)文書規程に基づく文書管理責任者は、文書の管理を適切に行っております。

 

Ⅴ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(ⅰ)経営企画部、土木企画部及び建築企画部は、関係会社管理規程に基づき、当社及び子会社から成る企業集団

の経営計画の策定や、重要な意思決定に際し事前協議や指導を行うとともに、定期的に子会社社長を招集

し、当社が関与して策定した経営計画の進捗等、経営状況のヒアリングを行っております。

(ⅱ)総合監査部は、当社及び子会社から成る企業集団における業務執行状況や内部統制の有効性と妥当性の確認

を行い、業務執行の適正性及び経営の効率性・健全性を確保しております。

(ⅲ)法務部は、当社及び子会社から成る企業集団のコンプライアンスに関する必要な教育、指導、支援等を行っ

ております。

(ⅳ)内部通報制度の通報窓口を当社及び子会社から成る企業集団にも構築し、企業集団におけるコンプライアン

スの実効性を高めております。

 

Ⅵ．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(ⅰ)監査役は、当社取締役会他の重要な会議に出席することのほか、必要に応じて業務執行に関する関係資料の

閲覧、提出を当社及び子会社の取締役、使用人にいつでも求めることができることとしております。

(ⅱ)当社及び子会社の取締役及び使用人は、法令・定款に違反するおそれがあるとき及び会社に著しい信用失墜

や損害を及ぼすおそれがあるときは、監査役に遅滞なく報告することとしております。

(ⅲ)当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役が事業及び業務の報告を求めた場合、迅速かつ適切に対応す

ることとしております。

 

Ⅶ．上記Ⅵの報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査役への情報提供を理由とした当該報告者に対する不利益な処遇は一切行わないこととしております。

 

Ⅷ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ⅰ)取締役、執行役員及び使用人は、監査役会規程及び監査役会規程細則に基づく監査役の監査が、実効的に行

われるよう協力しております。

(ⅱ)監査役は、会計監査人、総合監査部及び子会社の監査役との連携を保ち、監査の有効性を高めております。
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(ⅲ)監査役がその職務の執行について当社に対し費用の前払等を請求した場合は速やかに当該費用または債務を

精算することとしております。

 

Ⅸ．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役または監査役会より職務補助者設置の要望があった場合は、職務補助者の選任を行うこととしておりま

す。また当該補助者は監査役の指揮命令下に従うものとし、取締役からの指揮は受けないものとしております。

 

Ⅹ．財務報告の信頼性を確保するための体制

(ⅰ)財務報告に係る内部統制として、関連する規程類の整備及び適正な運用を徹底し、信頼性のある財務報告を

作成しております。

(ⅱ)総合監査部は、財務報告に係る内部統制監査を実施し、内部統制の不備等の検出と各部門の是正を通じ、財

務報告の信頼性を高めております。

 

・反社会的勢力排除について

Ⅰ．基本的な考え方

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するこ

とに全社を挙げて取り組んでおります。

 

Ⅱ．反社会的勢力排除に向けた整備状況

(ⅰ)総括部署を経営管理本部総務部としております。

(ⅱ)本社では全国暴力追放運動推進センター、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会や東京湾岸地区

特殊暴力防止対策協議会、各支店においても地区の協議会などの外部団体と連携し、相談や情報収集を行

い、反社会的勢力排除に取り組んでおります。

(ⅲ)コンプライアンスマニュアルに反社会的勢力に対する具体的な行動指針を定めており、定期的に研修を実施

することにより周知徹底を図っております。

(ⅳ)反社会的勢力との取引を根絶するため、当社が取引業者との契約に使用する契約約款に、暴力団排除条項を

明記しております。

 

・リスク管理体制の整備の状況

全般的なリスク管理に関する規程を定め、会社の経営に関してその信用を毀損したり、物的及び人的財産に損

失又は損害を与えるリスクの管理及びリスク発生時に的確に対応できる体制を整備しております。

不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、的確な対応を行うことにより、その

影響を最小限に止める体制を整備しております。

 

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(ⅰ)取締役会で決議された「内部統制システムの基本方針」を継続的に取り組むべき基本方針と捉え、適宜内容

の見直しを図るとともに、当社及び子会社へ周知徹底しています。

(ⅱ)社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を年３回開催し、コンプライアンス及びリスクに関する

課題の検討、実施を行い、その内容は取締役会へ定期的な報告を行っております。

(ⅲ)総合監査部は監査計画に基づき本社のほか、当社支店・営業所18箇所及び子会社６社への業務監査を行い、

監査結果は取締役会へ定期的な報告を行っております。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

内部監査を行う総合監査部は、担当役員のもと７名の人員となっており、当社及びグループ各社に対し、随時

必要な業務監査と内部統制監査を実施しております。

監査役監査は、取締役会等の重要な会議への出席、当社及びグループ各社への往査等を通じて取締役の職務執

行を監査しております。監査役は４名で構成されており、うち３名は常勤監査役であります。監査役４名のうち

３名は社外監査役ですが、当社との間には特別な利害関係はありません。

なお、常勤監査役赤﨑兼仁は、当社の経理部に平成13年２月から平成26年６月まで在籍し、通算13年にわたり

決算手続き並びに財務諸表の作成等に従事しておりました。

また、監査役、総合監査部及び当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、監査計画、監査及びレ

ビュー結果報告等の定期的な会合により、相互の連携を図り、実効性の高い監査を実施しております。

これらの監査結果については、取締役会で報告されているほか、内部統制部門の責任者に対しても適宜報告さ

れております。

 

③会計監査の状況
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会計監査人は新日本有限責任監査法人であります。

会計監査業務を執行した公認会計士は、川井克之会計士、藥袋政彦会計士であり、法定の会計監査が行われて

いる他、適宜アドバイスを受けております。

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他12名であります。

 

④社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であり、「５．役員の状況」に記載のとおり当社株式を保有して

いる者もおりますが僅少であり、当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はありません。

また、当社において社外取締役、社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、社

外取締役２名及び社外監査役３名は、数社において経営者としての実績を有しており、これらの経歴を背景とし

て当社の経営に有益な助言を行うとともに、独立した立場での監督機能または監査機能を発揮し、それぞれの職

務を適切に遂行できると判断しております。

社外取締役２名、社外監査役３名を東京証券取引所に定める独立役員として、同取引所に届け出ております。

 

⑤自己の株式の取得要件

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策が遂行できるよう、会社法第165条第２項の規定により取締役会の

決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

 

⑥株主総会の特別決議要件

株主総会の円滑な運営を図るため、会社法第309条第２項の規定によるべき決議は、議決権を行使することがで

きる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨定款に定めて

おります。

 

⑦取締役の定数

取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

当取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めております。

 

⑨取締役及び監査役の責任免除

取締役及び監査役が職務遂行にあたり、その能力を十分に発揮し、期待される役割を果たし得るよう、取締役

会の決議によって、取締役（取締役であったものを含む）及び監査役（監査役であったものを含む）の会社法第

423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める用件に該当する場合には、賠償責任額から法令で定める最低

責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めております。

 

⑩役員報酬等

Ⅰ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金
業績連動型
株式報酬

取締役

（社外取締役

を除く）

255 239 － － － 15 8

監査役

（社外監査役

を除く）

15 15 － － － － 1

社外役員 54 54 － － － － 5
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Ⅱ．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

株主総会で承認された限度額の範囲内において、取締役の報酬等については、役員指名・報酬委員会の協議を

経たうえで取締役会の承認により、また監査役の報酬等については監査役の協議により、それぞれ毎年決定して

おります。

平成28年度から導入している業績連動型株式報酬は、特に中長期的な業績の向上への貢献意識をより高めるこ

とを目的としており、業績の達成度等に応じて取締役（社外取締役を除く）に当社株式を支給する制度であり、

当連結会計年度に費用計上した額を記載しております。

 

⑪株式の保有状況

Ⅰ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

42銘柄　2,515百万円

Ⅱ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

 特定投資株式
 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 東海旅客鉄道㈱ 25,000 453 取引関係の深耕等

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 268,700 188 取引関係の深耕等

大末建設㈱ 152,900 152 取引関係の深耕等

月島機械㈱ 100,000 117 取引関係の深耕等

コスモエネルギーホールディングス㈱ 50,000 95 取引関係の深耕等

㈱大京 284,000 62 取引関係の深耕等

㈱百十四銀行 135,000 50 取引関係の深耕等

双日㈱ 37,600 10 取引関係の深耕等

当事業年度

 特定投資株式
 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 東海旅客鉄道㈱ 25,000 503 取引関係の深耕等

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 268,700 187 取引関係の深耕等

コスモエネルギーホールディングス㈱ 50,000 172 取引関係の深耕等

大末建設㈱ 152,900 160 取引関係の深耕等

月島機械㈱ 100,000 150 取引関係の深耕等

㈱大京 28,400 61 取引関係の深耕等

㈱百十四銀行 135,000 48 取引関係の深耕等

双日㈱ 37,600 12 取引関係の深耕等

（注）当社が保有する純投資目的以外の投資株式（上場株式）は上記８銘柄であります。
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Ⅲ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 2 3 0 － －

 

⑫その他

顧問弁護士は６弁護士事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じアドバイス等を受けております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 51 0 51 0

連結子会社 － － － －

計 51 0 51 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社及び当社の連結子会社であるCCT CONSTRUCTORS CORPORATIONは、当社の監査公認会計士等と同一のネット

ワークに属しているSyCip Gorres Velayo&Co.に対して、税務申告資料等に添付するため、財務諸表の監査及び

証明業務を委託しております。

 

（当連結会計年度）

　当社及び当社の連結子会社であるCCT CONSTRUCTORS CORPORATIONは、当社の監査公認会計士等と同一のネット

ワークに属しているSyCip Gorres Velayo&Co.に対して、税務申告資料等に添付するため、財務諸表の監査及び

証明業務を委託しております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社は監査公認会計士等に対し、海外における税務申告のための証明書発行業務に係る合意された手続を委託

しております。

（当連結会計年度）

　当社は監査公認会計士等に対し、海外における税務申告のための証明書発行業務に係る合意された手続を委託

しております。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、

新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構へ加入し、研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 21,946 27,970

受取手形・完成工事未収入金等 52,409 57,858

未成工事支出金 ※５ 10,958 ※５ 9,623

販売用不動産 156 51

繰延税金資産 1,082 980

立替金 5,267 7,309

ＪＶ工事未収入金 2,065 7,862

その他 4,525 4,278

貸倒引当金 △17 △3

流動資産合計 98,392 115,931

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 13,176 ※１ 12,726

機械、運搬具及び工具器具備品 ※１,※７ 25,238 ※１,※７ 24,355

土地 ※１ 22,591 ※１ 22,419

建設仮勘定 1 324

減価償却累計額 △27,612 △27,251

有形固定資産合計 33,395 32,572

無形固定資産 230 210

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※２ 2,999 ※１,※２ 3,206

退職給付に係る資産 8 －

繰延税金資産 2,118 2,075

その他 2,040 1,733

貸倒引当金 △1,163 △744

投資その他の資産合計 6,002 6,270

固定資産合計 39,628 39,053

資産合計 138,021 154,984
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 41,718 53,095

短期借入金 ※１ 11,003 ※１ 9,568

未成工事受入金 11,909 13,283

未払法人税等 1,228 2,126

預り金 ※１ 5,421 ※１ 2,636

完成工事補償引当金 189 234

工事損失引当金 ※５ 741 ※５ 494

賞与引当金 905 1,022

その他 8,191 10,109

流動負債合計 81,308 92,571

固定負債   

長期借入金 ※１ 5,311 ※１ 4,349

繰延税金負債 72 77

再評価に係る繰延税金負債 2,229 2,227

引当金 49 85

退職給付に係る負債 6,452 6,484

その他 482 548

固定負債合計 14,597 13,773

負債合計 95,905 106,344

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,049 14,049

資本剰余金 6,052 6,052

利益剰余金 19,443 25,332

自己株式 △159 △157

株主資本合計 39,385 45,276

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 567 717

繰延ヘッジ損益 △1 △9

土地再評価差額金 ※６ 2,702 ※６ 2,732

為替換算調整勘定 △10 △11

退職給付に係る調整累計額 △1,352 △1,171

その他の包括利益累計額合計 1,906 2,257

非支配株主持分 823 1,106

純資産合計 42,116 48,640

負債純資産合計 138,021 154,984

 

EDINET提出書類

東洋建設株式会社(E00082)

有価証券報告書

41/96



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高   

完成工事高 151,687 171,396

兼業事業売上高 900 1,238

売上高合計 152,587 172,635

売上原価   

完成工事原価 ※１,※３ 136,985 ※１,※３ 152,650

兼業事業売上原価 352 765

売上原価合計 137,337 153,415

売上総利益   

完成工事総利益 14,701 18,746

兼業事業総利益 548 473

売上総利益合計 15,249 19,219

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 8,125 ※２,※３ 8,391

営業利益 7,123 10,828

営業外収益   

受取利息 43 11

受取配当金 31 32

貸倒引当金戻入額 61 319

その他 40 37

営業外収益合計 177 401

営業外費用   

支払利息 282 249

為替差損 301 169

コミットメントフィー 110 201

貸倒損失 117 －

その他 163 74

営業外費用合計 975 694

経常利益 6,326 10,534

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 16 ※４ 83

投資有価証券売却益 － 14

負ののれん発生益 46 －

受取保険金 35 －

その他 10 －

特別利益合計 109 97

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 3 ※５ 7

固定資産除却損 ※６ 127 ※６ 44

減損損失 ※７ 60 ※７ 99

その他 4 －

特別損失合計 194 151

税金等調整前当期純利益 6,240 10,481

法人税、住民税及び事業税 2,388 3,137

法人税等調整額 △587 3

法人税等合計 1,801 3,141

当期純利益 4,438 7,339

非支配株主に帰属する当期純利益 135 289

親会社株主に帰属する当期純利益 4,303 7,050
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益 4,438 7,339

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 116 149

繰延ヘッジ損益 3 △8

為替換算調整勘定 △26 △2

退職給付に係る調整額 △174 178

その他の包括利益合計 ※ △81 ※ 316

包括利益 4,357 7,656

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 4,235 7,371

非支配株主に係る包括利益 122 284

 

EDINET提出書類

東洋建設株式会社(E00082)

有価証券報告書

43/96



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,049 6,004 16,177 △14 36,217

当期変動額      

剰余金の配当   △1,131  △1,131

親会社株主に帰属する当期
純利益

  4,303  4,303

土地再評価差額金の取崩   94  94

自己株式の取得    △145 △145

自己株式の処分      

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 47   47

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 47 3,265 △145 3,167

当期末残高 14,049 6,052 19,443 △159 39,385

 

         

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 455 △4 2,797 0 △1,180 2,068 782 39,069

当期変動額         

剰余金の配当        △1,131

親会社株主に帰属する当期
純利益

       4,303

土地再評価差額金の取崩        94

自己株式の取得        △145

自己株式の処分         

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

       47

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

111 3 △94 △10 △171 △162 41 △120

当期変動額合計 111 3 △94 △10 △171 △162 41 3,047

当期末残高 567 △1 2,702 △10 △1,352 1,906 823 42,116
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,049 6,052 19,443 △159 39,385

当期変動額      

剰余金の配当   △1,131  △1,131

親会社株主に帰属する当期
純利益

  7,050  7,050

土地再評価差額金の取崩   △29  △29

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    2 2

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 5,888 1 5,890

当期末残高 14,049 6,052 25,332 △157 45,276

 

         

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 567 △1 2,702 △10 △1,352 1,906 823 42,116

当期変動額         

剰余金の配当        △1,131

親会社株主に帰属する当期
純利益

       7,050

土地再評価差額金の取崩        △29

自己株式の取得        △0

自己株式の処分        2

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

       －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

149 △8 29 △1 180 350 282 633

当期変動額合計 149 △8 29 △1 180 350 282 6,524

当期末残高 717 △9 2,732 △11 △1,171 2,257 1,106 48,640
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,240 10,481

減価償却費 1,838 1,903

減損損失 60 99

貸倒引当金の増減額（△は減少） △302 △431

工事損失引当金の増減額（△は減少） 448 △247

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 410 294

受取利息及び受取配当金 △75 △44

支払利息 282 249

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △14

有形固定資産売却損益（△は益） △13 △75

有形固定資産除却損 127 44

無形固定資産売却損益（△は益） △0 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,016 △5,485

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,818 1,327

販売用不動産の増減額（△は増加） △82 539

営業債権の増減額（△は増加） △795 △5,888

立替金の増減額（△は増加） △259 △2,042

仕入債務の増減額（△は減少） 1,810 11,410

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,661 1,382

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,188 1,807

預り金の増減額（△は減少） 3,805 △2,775

その他 3,002 704

小計 15,547 13,237

利息及び配当金の受取額 74 42

利息の支払額 △271 △257

法人税等の支払額 △2,995 △2,313

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,354 10,708

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △220 △190

定期預金の払戻による収入 240 200

有価証券の取得による支出 △101 △71

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
37 139

有形固定資産の取得による支出 △3,164 △1,022

有形固定資産の売却による収入 77 170

無形固定資産の取得による支出 △60 △54

投資有価証券の取得による支出 △51 △11

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
242 －

貸付けによる支出 △77 △84

貸付金の回収による収入 59 52

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,017 △872
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,575 △1,071

長期借入れによる収入 2,450 2,855

長期借入金の返済による支出 △2,755 △4,145

リース債務の返済による支出 △50 △186

社債の償還による支出 △22 －

配当金の支払額 △1,131 △1,131

非支配株主への配当金の支払額 △4 △2

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△28 －

自己株式の売却による収入 － 1

自己株式の取得による支出 △145 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,264 △3,681

現金及び現金同等物に係る換算差額 △358 △120

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,713 6,034

現金及び現金同等物の期首残高 19,082 21,796

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 21,796 ※ 27,830
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 9社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略してお

ります。

 

(2）主要な非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称

㈱オリエント・エコロジー

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社の数 0社

(2）持分法を適用していない非連結子会社の状況

主要な会社等の名称

㈱オリエント・エコロジー

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除

外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりです。

会社名 決算日

CCT CONSTRUCTORS CORPORATION 12月31日

　決算日の差異が3ケ月を超えていないため、本連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を

使用しております。なお、連結決算日との差異期間における重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

②その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ

時価法

ハ　たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

②販売用不動産

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③流動資産・その他（材料貯蔵品）

先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用しております。在外連結子会社は定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物・構築物が15～50年、機械、運搬具及び工具器具備品が６～20年です。

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

ハ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償

額及び特定工事における将来の補償費用を計上しております。

ハ 工事損失引当金

当連結会計年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積

もることができる工事について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

ニ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ホ 役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、取締役、監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

ヘ 株式報酬引当金

役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役等に割り当

てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準

を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用

する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

なお、工事進行基準による完成工事高は、71,107百万円です。

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ取引及び為替予約取引

ヘッジの対象

　借入金、外貨建予定取引及び工事未払金

ハ　ヘッジの方針

当社の規程である「デリバティブ管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジし

ております。

ニ　ヘッジ有効性評価方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計を四半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎として判断しております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。
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(6）外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に

含めて計上しております。

(7）退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

ロ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

ハ　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対

象外消費税等については、全額費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基

準委員会）

 

（1）概要

我が国においては、収益認識に関する包括的な会計基準はこれまで開発されていませんでした。一方、

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15

号、FASBにおいてはTopic606）を公表しました。これらの状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、

収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されました。

当委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を

図る便益の1つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを

出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

（2）適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。

 

（3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価

中です。
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（表示方法の変更）

(連結貸借対照表)

JV工事未収入金

前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「JV工事未収入金」は、総資

産の総額の100分の5を超えたため、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「JV工事未収入金」の額は、2,065百万円です。

(連結損益計算書)

固定資産売却損

前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」は、金額

的重要性が増したため、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「固定資産売却損」の額は、3百万円です。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「営業債権の増減額、立替金の増減額、未払消費税等の増減額、預り金の増減額」は、金額的重要性が増した

ため、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「営業債権の増減額」は△795百万円、「立替金の増減額」は△259百万円、

「未払消費税等の増減額」は1,188百万円、「預り金の増減額」は3,805百万円です。

 

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

１．制度の概要

当社は、当社取締役及び執行役員（社外取締役を除く。以下、取締役等）へのインセンティブプランと

して、業績連動型株式報酬制度（以下、本制度）を導入しております。本制度は、当社の中長期的な業績

の向上と企業価値増大への貢献意識をこれまで以上に高めることを目的とした、会社業績との連動性が高

く、かつ透明性及び客観性の高い報酬制度です。

具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称する信託を設定し、あらかじめ役員報

酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を中長期の業績達成度に応じて取締役等に交付します。

２．信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しており

ます。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は143百万円及び327,947株です。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務
　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

建物及び構築物 2,026百万円 1,858百万円

機械、運搬具及び工具器具備品（船舶） 477 403

土地 18,449 18,263

投資有価証券 52 50

計 21,006 20,575

 

短期借入金（長期借入金の振替分を含む） 2,849百万円 2,450百万円

預り金 94 94

長期借入金 3,695 2,981

計 6,639 5,526

 
　また、次の資産は営業保証金の代用等として担保に供しております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券 23百万円 23百万円

 
※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券（株式） 123百万円 123百万円

 
３　保証債務
　連結会社以外の会社の金融機関等の借入に対し債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

ホテル朱鷺メッセ㈱ 50百万円 42百万円

 
４　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形裏書譲渡高 2百万円 18百万円

 

 ※５　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

工事損失引当金に対応する未成工事支出金の額

 
 

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

 631百万円 229百万円
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※６　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再

評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）第２条第１号に定め

る地価公示法の規定により公示された価格（一部は同条第２号に定める国土利用計画法施行令

に規定する基準地について判定された標準価格、同条第４号に定める地価税法に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額、同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価）に合理的な調整を

行って算出

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日

 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△8,111百万円 △8,008百万円

上記のうち賃貸等不動産の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額
△813 △789

 
※７　当連結会計年度において、保険差益により、圧縮記帳を行っております。

　　　　なお、有形固定資産に係る保険差益による圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

機械、運搬具及び工具器具備品 －百万円 194百万円

 

８　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関８行等とコミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。連結会計年度末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のと

おりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

コミットメントライン契約の総額 15,000百万円 15,000百万円

借入実行残高 4,000 4,000

差引額 11,000 11,000

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりです。

 
 
 

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

 556百万円 103百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

従業員給料手当 2,971百万円 3,015百万円

賞与引当金繰入額 252 271

退職給付費用 278 273

貸倒引当金繰入額 △10 △13

 

※３　一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりです。

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

487百万円 464百万円

 

EDINET提出書類

東洋建設株式会社(E00082)

有価証券報告書

53/96



※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりです。

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物及び構築物 7百万円 建物及び構築物 2百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 9 機械、運搬具及び工具器具備品 81

計 16 計 83

 

※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりです。

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

機械、運搬具及び工具器具備品 3百万円 機械、運搬具及び工具器具備品 7百万円

計 3 計 7

 

※６　固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 建物及び構築物 33百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 126 機械、運搬具及び工具器具備品 10

無形固定資産 0 無形固定資産 －

計 127 計 44

 

※７　減損損失

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

処分予定資産 建物及び構築物 福岡県 56

遊休資産 機械、運搬具及び工具器具備品 愛媛県 3

　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（会社、支店及び事業部）を単位として、賃貸

用資産、遊休資産及び処分予定資産は個別の物件ごとに、共用資産は、会社または本支店及び事業部ごとにグルーピン

グしております。

　処分予定資産は、建替を決定したことにより、帳簿価額を全額減額し、当該減少額と既存建物等の解体費用を、また

遊休資産は、使用不能となったため、帳簿価額を全額減額し、減損損失として特別損失に計上しております。

 

　当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

処分予定資産 機械、運搬具及び工具器具備品等 兵庫県等 59

賃貸用資産 建物及び構築物 広島県 39

　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（会社、支店及び事業部）を単位として、賃貸

用資産、遊休資産及び処分予定資産は個別の物件ごとに、共用資産は、会社または本支店及び事業部ごとにグルーピン

グしております。

　処分予定資産は、売却を決定したことにより、帳簿価額を売却予定額を基にした正味売却価額まで減額し、また賃貸

用資産は、事業撤退の方針を決定したことにより、帳簿価額を全額減額し、減損損失を特別損失に計上しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 173百万円 217百万円

税効果額 △57 △68

その他有価証券評価差額金 116 149

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 3 △12

税効果額 △0 3

繰延ヘッジ損益 3 △8

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △26 △2

退職給付に係る調整額：   

　当期発生額 △640 △182

　組替調整額 389 439

　　税効果調整前 △250 256

　　税効果額 76 △78

　　退職給付に係る調整額 △174 178

その他の包括利益合計 △81 316
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 94,371 － － 94,371

合計 94,371 － － 94,371

自己株式     

普通株式 41 332 － 374

合計 41 332 － 374

（注）自己株式の普通株式332千株の増加は、単元未満株式の買取及び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式によるもの

であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,131 12.0  平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,131 　利益剰余金 12.0  平成29年３月31日 平成29年６月30日

（注）平成29年６月29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に

対する配当金３百万円が含まれております。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 94,371 － － 94,371

合計 94,371 － － 94,371

自己株式     

普通株式 374 0 4 369

合計 374 0 4 369

（注）１．自己株式の普通株式０千株の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．自己株式の普通株式４千株の減少は、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する株式によるものであります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,131 12.0  平成29年３月31日 平成29年６月30日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,414 　利益剰余金 15.0  平成30年３月31日 平成30年６月29日

（注）平成30年６月28日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に

対する配当金４百万円が含まれております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 21,946百万円 27,970百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150 △140 

現金及び現金同等物 21,796 27,830 

 

（リース取引関係）

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。

受取手形及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、顧客について厳格な審査の実施や情報の収集

等の与信管理を行いリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式に

ついては四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、このうち長期借入金の一部

については、支払金利の変動リスクを回避するため、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しておりま

す。

デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動リスク回避を目的とし、執行・管理

についてはデリバティブ管理規程に従っており、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針です。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。

 

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預金 21,946 21,946 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 52,409 52,409 －

(3) JV工事未収入金 2,065 2,065 －

(4) 投資有価証券 1,597 1,597 －

資産計 78,018 78,018 －

(1) 支払手形・工事未払金等 41,718 41,718 －

(2) 短期借入金 11,003 11,003 －

(3) 長期借入金 5,311 5,316 5

負債計 58,032 58,038 5

デリバティブ取引(*) （1） （1） －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（　）で示しております。
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当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金預金 27,970 27,970 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 57,858 57,858 －

(3) JV工事未収入金 7,862 7,862 －

(4) 投資有価証券 1,821 1,821 －

資産計 95,512 95,512 －

(1) 支払手形・工事未払金等 53,095 53,095 －

(2) 短期借入金 9,568 9,568 －

(3) 長期借入金 4,349 4,349 △0

負債計 67,013 67,013 △0

デリバティブ取引(*) （13） （13） －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金等及び(3) JV工事未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価額によっております。

負　債

(1) 支払手形・工事未払金等、(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行後大

きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお

ります。固定金利によるものは、一定期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入に

おいて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」を参照。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式等 1,504 1,452

非上場株式等（連結貸借対照表計上額　流動資産・その他（有価証券）67百万円、投資有価証券1,384百万

円、計1,452百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投

資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金預金     

　預金 21,885 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 52,409 － － －

JV工事未収入金 2,065 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期

があるもの
    

　(1) その他 102 － － －

合計 76,462 － － －

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金預金     

　預金 27,921 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 57,858 － － －

JV工事未収入金 7,862 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期

があるもの
    

　(1) その他 67 － － －

合計 93,709 － － －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,204 － － － － －

長期借入金 3,798 2,929 1,621 550 210 －

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 6,113 － － － － －

長期借入金 3,454 2,111 1,064 729 443 －
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,562 687 875

(2) 債券    

　① 国債・地方債等 － － －

　② 社債 － － －

　③ その他 － － －

(3）その他 12 7 4

小計 1,575 695 879

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 8 8 △0

(2) 債券    

　① 国債・地方債等 － － －

　② 社債 － － －

　③ その他 － － －

(3）その他 14 20 △6

小計 22 28 △6

合計 1,597 723 873

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　流動資産・その他（有価証券）102百万円、投資有価証券1,401百万円、

計1,504百万円）については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 1,739 644 1,095

(2) 債券    

　① 国債・地方債等 － － －

　② 社債 － － －

　③ その他 － － －

(3）その他 12 7 4

小計 1,752 652 1,099

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 56 57 △0

(2) 債券    

　① 国債・地方債等 － － －

　② 社債 － － －

　③ その他 － － －

(3）その他 12 20 △7

小計 69 77 △8

合計 1,821 729 1,091

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　流動資産・その他（有価証券）67百万円、投資有価証券1,385百万円、

計1,452百万円）については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

 (1) 株式 0 0 －

 (2) 債券    

　　①国債・地方債等 － － －

　　②社債 － － －

　　③その他 － － －

 (3) その他 － － －

合計 0 0 －

 

　　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

 (1) 株式 37 14 －

 (2) 債券    

　　①国債・地方債等 － － －

　　②社債 － － －

　　③その他 － － －

 (3) その他 － － －

合計 37 14 －
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（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
 

為替予約取引     

買建     

シンガポールドル 外貨建予定取引 495 － △1

小計 495 － △1

為替予約等の振当処
理

 

為替予約取引     

買建     

シンガポールドル 工事未払金 68 － (注)２

小計 68 － (注)２

合計 563 － △1

(注) １．時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている工事未払金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該工事未払金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法
 

為替予約取引     

買建     

USドル 外貨建予定取引 690 － 15

ユーロ 外貨建予定取引 2,682 642 △29

合計 3,372 642 △13

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(2)金利関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特例
処理

金利スワップ取引
 短期借入金

 長期借入金

   

変動受取・固定支払 4,550 1,419 (注)

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金・長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該短期借入金・長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特例
処理

金利スワップ取引
 短期借入金

 長期借入金

   

変動受取・固定支払 3,650 182 (注)

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金・長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該短期借入金・長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度、退職一時金制度を設けており、当社は確

定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

なお、連結子会社の一部においては、中小企業退職金制度を併用しております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

当社の一部国外事業所及び一部の連結子会社では、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算

しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 9,807百万円 10,328百万円
勤務費用 437 460
利息費用 105 47
数理計算上の差異の発生額 635 201
退職給付の支払額 △652 △630
その他 △4 △1

退職給付債務の期末残高 10,328 10,406
 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

年金資産の期首残高 4,030百万円 3,885百万円
期待運用収益 79 76
数理計算上の差異の発生額 △4 19
事業主からの拠出額 247 429
退職給付の支払額 △462 △487
その他 △5 △0

年金資産の期末残高 3,885 3,921
 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 5,872百万円 5,820百万円
年金資産 △3,885 △3,921

 1,987 1,898
非積立型制度の退職給付債務 4,456 4,586

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,443 6,484

   
退職給付に係る負債 6,452 6,484
退職給付に係る資産 △8 －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,443 6,484
 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

勤務費用 391百万円 416百万円
利息費用 105 47
期待運用収益 △79 △76
数理計算上の差異の費用処理額 344 393
過去勤務費用の費用処理額 45 45
簡便法で計算した退職給付費用 45 44

確定給付制度に係る退職給付費用 852 870
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

過去勤務費用 45百万円 45百万円
数理計算上の差異 △295 211

合　計 △250 256
 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

未認識過去勤務費用 270百万円 225百万円
未認識数理計算上の差異 1,682 1,470

合　計 1,952 1,695
 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

債券 40％ 46％
株式 21 16
現金及び預金 10 6
その他 29 32

合　計 100 100
 

　②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産との配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

割引率 0.4～0.5％ 0.4～0.5％
長期期待運用収益率 2.0 2.0
その他   
予想昇給率 2.9 2.9

 

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度134百万円、当連結会計年度141百万円であります。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産    
退職給付に係る負債 1,984百万円 2,000百万円
事業用土地減損 805  671
繰越欠損金 316  314
未実現利益 305  304
貸倒引当金 403  255
販売用不動産評価損 82  －
その他 1,112  1,187

繰延税金資産小計 5,009  4,734

評価性引当額 △1,579  △1,407

繰延税金資産合計 3,429  3,326
繰延税金負債    
その他有価証券評価差額金 △274  △342
繰延ヘッジ損益 0  －
その他 △28  △5

繰延税金負債合計 △302  △347

繰延税金資産の純額 3,127  2,978

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま
れております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 1,082百万円 980百万円
固定資産－繰延税金資産 2,118  2,075
固定負債－繰延税金負債 △72  △77

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.86％  　法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率との間の差異が法定実効税率
の100分の５以下であるため注記を省略して
おります。

（調整）   
永久に損金に算入されない項目 1.76  
永久に益金に算入されない項目 △0.22  

住民税均等割額 1.73  

土地再評価に係る繰延税金負債の取崩額 △0.67  

試験研究費等の税額控除 △4.35  
その他 3.20  
評価性引当額の減少による影響 △3.45  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.87  
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（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の子会社では、兵庫県その他の地域において、賃貸用の土地、建物を有しております。前連結会

計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は150百万円（賃貸収益は兼業事業売上高に、賃貸費用は兼

業事業売上原価に計上）です。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は177百万円（賃貸

収益は兼業事業売上高に、賃貸費用は兼業事業売上原価に計上）です。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 6,342 6,155

 期中増減額 △186 △57

 期末残高 6,155 6,098

期末時価 5,147 5,049

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

２．前連結会計年度増減額のうち、主な増加額は資本的支出（11百万円）であり、主な減少額は減価償却額

（45百万円）及び売却（152百万円）です。当連結会計年度増減額のうち、主な増加額はグループ外への

賃貸（377百万円）であり、主な減少額は売却（301百万円）、減損（57百万円）、減価償却額（41百万

円）及び使用目的の変更（賃貸用資産から処分予定資産36百万円）です。

３．期末時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて調整

を行ったものを含む）によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

したがって、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス及び地域別のセグメントから構成されており、「国

内土木事業」、「国内建築事業」、「海外建設事業」及び「不動産事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

「国内土木事業」、「国内建築事業」は、国内においてそれぞれ土木工事、建築工事の施工等を行っておりま

す。「海外建設事業」は、海外において土木工事、建築工事の施工等を行っております。「不動産事業」は、国

内において不動産の販売、賃貸等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部売上高または振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

Ⅰ　前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

連結
財務諸表
計上額
（注）２

 
国内
土木

国内
建築

海外
建設

不動産 計

売上高          

外部顧客への売

上高
82,773 49,035 19,879 604 152,291 296 152,587 － 152,587

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

15 99 － 117 232 51 283 △283 －

計 82,788 49,134 19,879 721 152,523 347 152,871 △283 152,587

セグメント利益 3,338 3,004 402 290 7,034 89 7,123 － 7,123

その他の項目          

減価償却費 1,291 53 313 61 1,719 17 1,737 － 1,737

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業及び物品の販

売・リース事業などを含んでおります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはし

ていないため記載しておりません。
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Ⅱ　当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

連結
財務諸表
計上額
（注）２

 
国内
土木

国内
建築

海外
建設

不動産 計

売上高          

外部顧客への売

上高
104,429 46,275 20,691 891 172,287 347 172,635 － 172,635

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ 62 － 35 98 3 101 △101 －

計 104,429 46,338 20,691 927 172,386 350 172,736 △101 172,635

セグメント利益 7,953 2,189 379 258 10,780 47 10,828 － 10,828

その他の項目          

減価償却費 1,428 54 370 56 1,909 19 1,928 － 1,928

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業及び物品の販

売・リース事業などを含んでおります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはし

ていないため記載しておりません。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

売上高

（単位：百万円）
 

 日本 東南アジア 合計

132,708 19,879 152,587

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 24,673 国内土木事業

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の開示をしているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

売上高

（単位：百万円）
 

 日本 東南アジア 合計

151,943 20,691 172,635

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 36,661 国内土木・国内建築事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

      （単位：百万円）

 国内土木 国内建築 海外建設 不動産 その他 全社・消去 合計

減損損失 3 － － － － 56 60

（注）「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失です。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

      （単位：百万円）

 国内土木 国内建築 海外建設 不動産 その他 全社・消去 合計

減損損失 27 － － 57 － 15 99

（注）「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失です。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

「国内土木」セグメントにおいて、日下部建設株式会社の全株式を取得したことにより、負ののれん発生益を特

別利益に計上しております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当連結会計年度において46百万

円です。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日　 至 平成29年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主
前田建設工

業㈱

東京都千代

田区
28,463 建設事業

（被所有）

　直接 20.2

民間工事に

おける共同

受注、共同

研究開発

 建設工事

 の共同企

 業体

643

 ＪＶ工事

 未収入金

 (注）

643

（注）ＪＶ工事未収入金とは、共同企業体構成員として請負った工事の内、共同企業体代表者に対する債権債務相殺後

の債権です。このほか、海外工事の入札・履行保証等に対し、1,999百万円の債務保証を受けております。

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日　 至 平成30年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主
前田建設工

業㈱

東京都千代

田区
28,463 建設事業

（被所有）

　直接 20.2

民間工事に

おける共同

受注、共同

研究開発

 建設工事

 の共同企

 業体

352

 ＪＶ工事

 未収入金

 (注）

352

（注）ＪＶ工事未収入金とは、共同企業体構成員として請負った工事の内、共同企業体代表者に対する債権債務相殺後

の債権です。このほか、海外工事の入札・履行保証等に対し、1,029百万円の債務保証を受けております。
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（１株当たり情報）

 

 

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

 

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

 

１株当たり純資産額 439円29銭 505円67銭

１株当たり当期純利益金額 45円71銭 75円01銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

２．役員報酬ＢＩＰ株式が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。当該自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度235千株、当連結

会計年度371千株であり、このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は前連結会計年

度194千株、当連結会計年度329千株であります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

 （平成29年３月31日）
当連結会計年度

 （平成30年３月31日）

１株当たり純資産額   

　純資産の部の合計額（百万円） 42,116 48,640

　普通株式に係る期末の純資産額

 （百万円）
41,292 47,533

　差額の主な内訳（百万円）

  非支配株主持分

 

823

 

1,106

　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　期末の普通株式の数（千株）
93,996 94,001

 

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

　親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
4,303 7,050

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　当期純利益金額（千株）
4,303 7,050

　普通株式に係る期中平均株式数（千株） 94,135 93,999

 

 

（重要な後発事象）

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,204 6,103 1.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,798 3,464 1.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 47 69 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 5,311 4,349 0.8
平成31年７月

～35年３月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 76 170 －
平成31年５月

～37年３月

合計 16,438 14,158 － －

（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,111 1,064 729 443

リース債務 58 47 32 18

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 38,228 81,500 122,165 172,635

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
1,524 5,061 7,275 10,481

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

836 3,196 4,570 7,050

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
8.89 34.01 48.62 75.01

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
8.89 25.11 14.62 26.38
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 19,341 24,983

受取手形 397 1,412

電子記録債権 660 302

完成工事未収入金 48,889 53,068

有価証券 102 67

未成工事支出金 10,716 9,570

販売用不動産 156 51

繰延税金資産 1,028 898

ＪＶ工事未収入金 2,491 8,214

立替金 5,277 7,563

その他 3,351 3,308

貸倒引当金 △17 △9

流動資産合計 92,395 109,432

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 9,055 ※１ 8,768

減価償却累計額 △6,797 △6,691

建物（純額） 2,257 2,077

構築物 ※１ 2,500 ※１ 2,490

減価償却累計額 △2,130 △2,149

構築物（純額） 370 340

機械及び装置 5,751 5,264

減価償却累計額 △3,728 △3,837

機械及び装置（純額） 2,022 1,427

船舶 ※１ 9,562 ※３ 9,399

減価償却累計額 △5,636 △5,758

船舶（純額） 3,926 3,640

車両運搬具 89 93

減価償却累計額 △65 △64

車両運搬具（純額） 24 28

工具、器具及び備品 1,398 1,523

減価償却累計額 △1,132 △1,217

工具、器具及び備品（純額） 265 306

土地 ※１ 20,856 ※１ 20,822

リース資産 285 546

減価償却累計額 △126 △243

リース資産（純額） 158 302

建設仮勘定 0 181

有形固定資産合計 29,883 29,127
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

無形固定資産   

ソフトウエア 128 112

リース資産 5 3

その他 79 80

無形固定資産合計 213 197

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 2,369 ※１ 2,518

関係会社株式 1,620 1,647

従業員に対する長期貸付金 24 20

関係会社長期貸付金 1,029 796

破産更生債権等 64 27

長期前払費用 11 23

繰延税金資産 1,171 1,200

その他 907 957

貸倒引当金 △431 △370

投資その他の資産合計 6,768 6,822

固定資産合計 36,865 36,147

資産合計 129,260 145,580

負債の部   

流動負債   

支払手形 6,583 9,476

電子記録債務 13,021 21,053

工事未払金 20,027 20,642

短期借入金 ※１ 9,886 ※１ 8,664

リース債務 49 93

未払法人税等 1,136 1,843

未払消費税等 6,639 8,633

未成工事受入金 11,491 13,201

預り金 ※１ 5,467 ※１ 2,583

完成工事補償引当金 174 223

工事損失引当金 741 493

賞与引当金 810 902

その他 1,135 1,095

流動負債合計 77,163 88,906

固定負債   

長期借入金 ※１ 4,915 ※１ 3,816

リース債務 127 235

再評価に係る繰延税金負債 2,229 2,227

退職給付引当金 4,182 4,463

その他の引当金 19 57

資産除去債務 9 10

その他 373 349

固定負債合計 11,856 11,158

負債合計 89,020 100,065
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,049 14,049

資本剰余金   

資本準備金 5,840 5,840

資本剰余金合計 5,840 5,840

利益剰余金   

利益準備金 195 195

その他利益剰余金   

別途積立金 3,000 3,000

繰越利益剰余金 14,126 19,244

利益剰余金合計 17,322 22,440

自己株式 △159 △157

株主資本合計 37,052 42,172

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 486 620

繰延ヘッジ損益 △1 △9

土地再評価差額金 2,702 2,732

評価・換算差額等合計 3,187 3,342

純資産合計 40,240 45,515

負債純資産合計 129,260 145,580
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高   

完成工事高 137,223 157,661

不動産事業売上高 553 514

売上高合計 137,776 158,175

売上原価   

完成工事原価 124,244 141,105

不動産事業売上原価 283 325

売上原価合計 124,527 141,431

売上総利益   

完成工事総利益 12,979 16,555

不動産事業総利益 269 188

売上総利益合計 13,249 16,744

販売費及び一般管理費   

役員報酬 290 302

従業員給料手当 2,535 2,556

賞与引当金繰入額 234 253

退職給付費用 256 251

法定福利費 431 423

福利厚生費 234 252

株式報酬費用 19 39

修繕維持費 11 22

事務用品費 267 267

通信交通費 429 403

動力用水光熱費 31 32

研究開発費 391 438

調査研究費 78 88

広告宣伝費 67 75

貸倒引当金繰入額 △10 △13

貸倒損失 4 －

交際費 275 294

寄付金 39 29

地代家賃 338 325

減価償却費 56 56

租税公課 314 399

保険料 22 22

雑費 607 561

販売費及び一般管理費合計 6,926 7,083

営業利益 6,322 9,661
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業外収益   

受取利息 ※１ 58 ※１ 24

受取配当金 ※１ 55 ※１ 65

その他 27 32

営業外収益合計 141 122

営業外費用   

支払利息 258 223

貸倒損失 117 －

コミットメントフィー 110 201

為替差損 307 168

その他 97 56

営業外費用合計 891 649

経常利益 5,572 9,134

特別利益   

投資有価証券売却益 － 14

固定資産売却益 ※２ 8 ※２ 25

ゴルフ会員権売却益 1 －

特別利益合計 9 39

特別損失   

減損損失 56 99

固定資産除却損 ※３ 126 ※３ 33

その他 1 －

特別損失合計 184 132

税引前当期純利益 5,396 9,041

法人税、住民税及び事業税 2,105 2,717

法人税等調整額 △639 43

法人税等合計 1,465 2,761

当期純利益 3,930 6,280
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

      

Ⅰ　材料費  23,372 18.8 26,039 18.5

Ⅱ　労務費  31 0.0 74 0.1

Ⅲ　外注費  72,020 58.0 82,121 58.1

Ⅳ　経費  28,820 23.2 32,869 23.3

（うち人件費）     (10,168) (8.2)    (11,255) (8.0)

計  124,244 100.0 141,105 100.0

      

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。

 

 

 

 

【不動産事業売上原価報告書】

  
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

      

Ⅰ　土地代  152 53.6 80 24.7

Ⅱ　建物代  － － 30 9.4

Ⅲ　経費  131 46.4 214 65.9

計  283 100.0 325 100.0

      

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 11,232 14,428 △14 34,304

当期変動額          

剰余金の配当      △1,131 △1,131  △1,131

当期純利益      3,930 3,930  3,930

土地再評価差額金の
取崩      94 94  94

自己株式の取得        △145 △145

自己株式の処分        － －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 － － － － － 2,893 2,893 △145 2,748

当期末残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 14,126 17,322 △159 37,052

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 397 △4 2,797 3,190 37,494

当期変動額      

剰余金の配当     △1,131

当期純利益     3,930

土地再評価差額金の
取崩     94

自己株式の取得     △145

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

88 3 △94 △2 △2

当期変動額合計 88 3 △94 △2 2,745

当期末残高 486 △1 2,702 3,187 40,240
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 14,126 17,322 △159 37,052

当期変動額          

剰余金の配当      △1,131 △1,131  △1,131

当期純利益      6,280 6,280  6,280

土地再評価差額金の
取崩      △29 △29  △29

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分        2 2

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 － － － － － 5,118 5,118 1 5,120

当期末残高 14,049 5,840 5,840 195 3,000 19,244 22,440 △157 42,172

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 486 △1 2,702 3,187 40,240

当期変動額      

剰余金の配当     △1,131

当期純利益     6,280

土地再評価差額金の
取崩     △29

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     2

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

133 △8 29 155 155

当期変動額合計 133 △8 29 155 5,275

当期末残高 620 △9 2,732 3,342 45,515
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

②子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

ロ　デリバティブ

時価法

 

ハ　たな卸資産

①未成工事支出金

　個別法による原価法

②販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③流動資産・その他（材料貯蔵品）

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。

なお、主な耐用年数は、建物・構築物が15～50年、機械・運搬具が６～20年です。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額及び特

定工事における将来の補償費用を計上しております。

③工事損失引当金

当事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もること

ができる工事について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

④賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥株式報酬引当金

役員株式報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役等に割り当

てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ　その他の工事

工事完成基準

 

５．重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合に

は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引及び為替予約取引

ヘッジの対象

借入金、外貨建予定取引及び工事未払金

③ヘッジの方針

当社の規程である「デリバティブ管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

④ヘッジ有効性評価方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を四半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎として判断しております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけ

るこれらの会計処理の方法と異なっております。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対

象外消費税等については、全額費用としております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりです。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

建物・構築物 1,969百万円 1,802百万円

船舶 0 －

土地 18,539 18,354

計 20,510 20,156

 

短期借入金（長期借入金の振替分を含む） 2,736百万円 2,288百万円

預り金 94 94

長期借入金 3,408 2,760

計 6,239 5,143

 

　　　　また、次の資産は、営業保証金の代用等として担保に供しております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券 23百万円 23百万円

 

２　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　　債務保証

前事業年度
（平成29年３月31日）

当事業年度
（平成30年３月31日）

㈱トマック 184百万円 ㈱トマック 439百万円

東翔建設㈱ 23 東翔建設㈱ 10

日下部建設㈱ 10 日下部建設㈱ 20

CCT CONSTRUCTORS CORPORATION 176 CCT CONSTRUCTORS CORPORATION －

ホテル朱鷺メッセ㈱ 50 ホテル朱鷺メッセ㈱ 42

計 446 計 512

 

　※３　当期において、保険差益により、圧縮記帳を行っております。

　　　　なお、有形固定資産に係る保険差益による圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

船舶 －百万円 194百万円

計 － 194

 

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関８社等とコミットメントライン（特定融資枠）契

約を締結しております。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

コミットメントライン契約の総額 15,000百万円 15,000百万円

借入実行残高 4,000 4,000

差引額 11,000 11,000
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

受取利息 16百万円 15百万円

受取配当金 34 45

計 51 60

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物 －百万円 2百万円

機械及び装置 － 21

車両運搬具 8 1

計 8 25

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物 0百万円 24百万円

構築物 － 3

機械及び装置 1 3

船舶 121 0

車両運搬具 － 0

工具器具・備品 1 1

有形リース資産 2 －

無形固定資産 0 －

計 126 33

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額1,647百万円の内、子会社株式1,522百万円、前

事業年度の貸借対照表計上額1,620百万円の内、子会社株式1,522百万円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 前事業年度

（平成29年３月31日）
 当事業年度

（平成30年３月31日）
繰延税金資産    
退職給付引当金 1,280百万円 1,366百万円
事業用土地減損 687  671
賞与引当金 250  276
貸倒引当金 162  139
販売用不動産評価損 79  －
その他 788  732

繰延税金資産小計 3,248  3,186
評価性引当額 △834  △814

繰延税金資産合計 2,414  2,372
繰延税金負債    
その他有価証券評価差額金 △214  △273

繰延税金負債合計 △214  △273
繰延税金資産の純額 2,199  2,099

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 前事業年度
（平成29年３月31日）

 当事業年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.86％  　法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率との間の差異が法定実効税率
の100分の５以下であるため注記を省略し
ております。

（調整）   
永久に損金に算入されない項目 1.68  
永久に益金に算入されない項目 △0.18  
住民税均等割額 1.89  
土地再評価に係る繰延税金負債の取
崩額

△0.77
 

試験研究費等の税額控除 △5.03  
その他 2.30  
評価性引当額の減少による影響 △3.58  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.16  
 
 

（重要な後発事象）

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券
その他有価

証券

東海旅客鉄道㈱ 25,000 503

関西国際空港土地保有㈱ 8,400 420

首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 268,700 187

コスモエネルギーホールディングス㈱ 50,000 172

大末建設㈱ 152,900 160

博多港開発㈱ 320,000 160

月島機械㈱ 100,000 150

東京湾横断道路㈱ 2,000 100

ホテル朱鷺メッセ㈱ 4,000 96

その他（35銘柄） 287,621 367

計 1,222,621 2,518

 

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有価

証券
フィリピン国債 72 67

計 72 67
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 9,055 45
332

（39）
8,768 6,691 143 2,077

構築物 2,500 5 15 2,490 2,149 34 340

機械及び装置 5,751 67 553 5,264 3,837 633 1,427

船舶 9,562 306 469 9,399 5,758 568 3,640

車両運搬具 89 14 10 93 64 8 28

工具器具・備品 1,398 158 33 1,523 1,217 116 306

土地
20,856

［4,931］
－

34

［△27］

20,822

［4,959］
－ － 20,822

リース資産 285 322 62 546 243 58 302

建設仮勘定 0 483 302 181 － － 181

有形固定資産計 49,501 1,403 1,814 49,090 19,962 1,563 29,127

無形固定資産        

ソフトウエア 457 26 34 449 336 39 112

リース資産 10 － － 10 7 2 3

その他 80 16 15 81 0 0 80

無形固定資産計 548 42 49 541 344 41 197

長期前払費用 20 15 3 32 6 3
26

（2）

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．「当期首残高」、「当期減少額」及び「当期末残高」欄の［　］内は内書きで、「土地の再評価に関する法

律」（平成10年３月31日法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年

３月31日法律第19号）に基づく事業用土地の再評価に係る評価差額であります。

３．「長期前払費用」欄の（　）内の金額は１年以内に償却する額で、前払費用へ振替えており内数でありま

す。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 448 33 102 379

完成工事補償引当金 174 223 174 223

工事損失引当金 741 103 350 493

賞与引当金 810 902 810 902

株式報酬引当金 19 39 0 57
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法 電子公告（注）

株主に対する特典 なし

（注）１．電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行い

ます。

（ウェブサイト　http://www.toyo-const.co.jp/）

２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に

応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権

利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した書類は、次のとおり

であります。

１．有価証券報告書

　　及びその添付書類

　　並びに確認書

事業年度（第97期）

（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

平成29年６月29日

関東財務局長に提出

２．四半期報告書及び

　　確認書

（第98期第１四半期）

（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

平成29年８月７日

関東財務局長に提出

 （第98期第２四半期）

（自平成29年７月１日　至平成29年９月30日）

平成29年11月９日

関東財務局長に提出

 （第98期第３四半期）

（自平成29年10月１日　至平成29年12月31日）

平成30年２月７日

関東財務局長に提出

３．内部統制報告書

　　及びその添付書類

 

 

平成29年６月29日

関東財務局長に提出

４．臨時報告書

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成29年７月３日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成３０年６月２５日

東洋建設株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 川　井　克　之

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 藥　袋　政　彦

 

 
 
 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋建設株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋

建設株式会社及び連結子会社の平成３０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋建設株式会社の平成

３０年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、東洋建設株式会社が平成３０年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（※）　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成３０年６月２５日

東洋建設株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 川　井　克　之

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 藥　袋　政　彦

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋建設株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第９８期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋建設

株式会社の平成３０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（※）　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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